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学習指導要領を踏まえ、基礎的・基本的な知識・技能の確実な習得と思考力・判断力・表現力

等の育成を図るとともに、予測できない変化に主体的に向き合い、自らの可能性を発揮しようと

する態度を養うことが重要である。 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 学習指導要領に示されている「知識及び技

能の習得」、「思考力、判断力、表現力等の育

成」、「学びに向かう力、人間性等の涵養」が

偏りなく実現されるよう、単元や題材など内

容や時間のまとまりを見通しながら、児童・

生徒の主体的・対話的で深い学びの実現に向

けた授業改善を行うこと。 

・ 個に応じた学びと協働的な学びの一体的な

充実を図ること。その際、児童・生徒が自己

調整しながら学習を進めていくことや多様

な他者と協働することなどを発達段階に配

慮しながら指導を行うこと。 

 

 

・ 学習指導要領及び学校教育法施行規則に定

める標準授業時数を踏まえて教育課程を編

成し、時数の確保に努めること。その際、児

童・生徒の負担を踏まえるとともに、学校に

おける働き方改革に配慮すること。 

・ 地域の実情や学校の実態等を踏まえた具体

的な教育目標を設定するとともに、その実現

に向けて教科等横断的な視点をもちつつ、学

年相互の関連を図りながら、教育内容等を組

織的に組み立てること。また、「社会に開か

れた教育課程」の観点から、教育課程の基本

的な方針について、地域や家庭とも共有を図

ること。 

・ 学校評価やアンケート等を活用し、学校の

教育目標や教育課程等が児童・生徒、地域、        

 

学校の実態に応じたものになっているかを

把握し、課題となる事項に対し、改善方針を

立案し、実施していくこと。 

 

 

・ 学習評価を行うに当たっては、学習指導要

領の趣旨を適切に反映し、児童・生徒にどの

ような力が身についたかを的確にとらえる

とともに、指導の改善につなげるため、指導

と評価の一体化を充実すること。また、評価

方法については、挙手の回数や毎時間ノート

を取っていることで、主体的に学習に取り組

む態度を判断するような誤った評価等、必要

性・妥当性が認められないものは見直すこと。 

・ 学習評価の妥当性・信頼性を高めるために、

府作成の資料等を活用し、組織的な検証改善

の取組みを確実に進めること。 

 

 

・ 総合的な学習の時間については、探究的な

学習を重視するとともに、教科等横断的な視

点で学校の教育目標と関連付けた計画を作

成し、確実に実施すること。 

・ 指導に当たっては、社会と自分との関連を

意識させるため、身近な地域社会の課題を取

り扱うことや、地域の教育資源の活用により

多様な学習活動の充実を図るなど、学習内容

と社会との関連に留意すること。 

・ 探究的な学習の過程においては、言語活動

を重視し、他者と協働して課題を解決しよう

とする学習活動や、まとめたり表現したりす

学習指導要領の確実な実施  １ 

・ 主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善を行うこと。 
・ 児童・生徒や学校、地域の実態を適切に把握し、教育の内容等を教科等横断的な視点で組み

立てるとともに、教育課程の実施状況を評価し、その改善を図りながら、組織的かつ計画的に
各学校の教育活動の質の向上を図るカリキュラム・マネジメントの充実を図ること。 

（２）カリキュラム・マネジメントの充実 

（３）指導と評価の一体化の充実 

（１）主体的・対話的で深い学びの実現 

（４）総合的な学習の時間 
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る学習活動の充実を図ること。その際，例え

ば，比較する，分類する，関連付けるなどの

考えるための技法が活用されるようにする

こと。 

 

 

・ 小学校低学年の教育課程特例校制度を活用

した英語活動や中学年における外国語活動、

高学年での外国語（英語）の教科化、中学校

では授業を英語で行うことを基本とするな

ど、学習指導要領の趣旨や内容を十分理解し

たうえで、確実に英語教育を実施すること。 

 

 

・ 道徳教育の全体計画及び年間指導計画の作

成に当たっては、児童・生徒や地域の実態、

学校の特色等を考慮し、重点事項を定めた上

で、各教科等における道徳教育に関わる指導

の内容及び時期を整理したものを別葉にし

て加えて関連付けるなどして、年間を通して

活用しやすいものとすること。また、年間３

５時間（小学校１年生は３４時間）の指導時

数を確保すること。 

 

 

・ 入学式・卒業式においては、学習指導要領

に基づき、国旗掲揚、国歌斉唱が適切に実施

されるよう指導の徹底を図ること。なお、教

員は教育公務員として府民の信頼に応える

責務を自覚し、国歌斉唱に当たっては起立し

斉唱すること。 

・ 国歌「君が代」の指導については、小学校

学習指導要領において、「いずれの学年にお

いても歌えるよう指導すること」と定められ

ていることを踏まえ、児童の発達段階に則し

た指導計画を作成し、適切に取り扱うこと。 

 

 

・ 社会科を学習する際、自然災害からの復興、

少子高齢化の問題、環境問題、日本人拉致問

題、領土問題など、国内外に残されている諸

課題等にも触れ、現代の課題を考え続ける姿

勢をもてるようにすること。日本人拉致問題

の学習の際には、アニメ「めぐみ」等を活用

すること。 

・ 各教科等において補助教材を使用する際に

は、教育基本法、学校教育法、学習指導要領

等の趣旨に従ったうえで、児童・生徒の心身

の発達の段階に即し、特定の見方や考え方に

偏った取り扱いとならないこと。 

・ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）について

知るとともに、児童・生徒の発達段階に応じ

た内容を各教科等で取り扱うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（７）国旗・国歌の指導 

（８）現代社会の諸課題 

（５）外国語（英語）教育 

（６）特別の教科 道徳 
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各学校においては、ＩＣＴの活用も含めた授業改善を行うとともに、客観的なデータに基づき、

一人ひとりの学力を伸ばすことや、学校全体の取組みの検証・改善を行うことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

 

・ 確かな学力を育むために、学校の組織的な

取組みを一層進めること。その際、テスト等

も有効に用いて子どもたちの学習状況を把

握し、取組みの検証・改善を行うこと。 

・ 子ども一人ひとりの学習内容の定着に向け、

つけたい力を明確にした授業を行うこと。ま

た、日々の授業での子どもたちの発言や行動、

ふりかえり等から、目標の達成状況を把握し、

日常的に自らの授業を振り返り、改善するこ

と。 

・ 府指定「確かな学びをはぐくむ学校づくり

推進校(ＴＭ校)」、「スマートスクール実現モ

デル校」、「授業改善の推進校（ＪＳ校）」等

の取組み及び成果を実施校内で共有し、児童

生徒の課題に正対した取組みを充実させる

こと。他校は、その取組みのノウハウを活用

し、自校の実践を充実させること。 

 

 

・ 各教科の授業では、単元指導計画等をもと

に、「個に応じた学び」と「協働的な学び」

を一体的に充実し、「主体的・対話的で深い

学び」の実現に向けた授業改善を行うこと。 

・ 思考力・判断力・表現力の育成に当たって

は、児童・生徒が各教科等の学習内容を、日

常生活や社会と関連づけながら、論理的に考

え、表現することができるよう、指導の充実

を図ること。その際、例えば，比較する，分

類する，関連付けるなどの考えるための技法

が活用されるよう、思考ツール（シンキング

ツール）を適切に使用した授業に取り組むこ

と。ただし、ツールの活用自体が目的化しな

いよう、学習の過程において、どのような意

図で、どのように使用するかを計画的に考え

た上で、進めるよう留意すること。 

・ 児童・生徒の実態に応じた習熟度別指導及

び、小学校高学年における専科指導等に取り

組むに当たっては、児童・生徒の学習達成度

を把握し、効果検証に努めるとともに、その

結果を生かし、より効果的な指導方法の工夫

改善を図ること。 

 

 

・ 言語能力の育成に当たっては、基礎的・基

本的な言葉等の知識・理解を深めるとともに、

文章や表、グラフ等を読み取り、論理的に自

分の考えを書くなどの言語活動を行うこと。 

・ 国語科では、系統的に言語能力の育成を図

ること。また、各教科等においても、それぞ

れの目標を達成させるとともに、言語活動を

充実させ、言語能力の育成に努めること。 

  学力向上の取組みの充実  ２ 

・ すべての教科等で、学習の基盤となる言語能力及び情報活用能力を学校全体で育成すること。 
・ 必要な情報を読み取り、論理的に自分の考えを構築し、表現する等の活動を各教科等で計画

的に行い、思考力・判断力・表現力を育成すること。 
・ １人１台学習者用端末・ＩＣＴを日常的かつ効果的に活用し、「個に応じた学び」と「協働

的な学び」の実現を図ること。 
・ 児童・生徒の学習の状況を詳細に把握、分析し、課題に正対した取組みを組織的かつ計画的

に進めるとともに、児童・生徒一人ひとりが、自らの学習到達状況を正しく理解し学習意欲を
高めるため、「全国学力・学習状況調査」「小学生すくすくウォッチ」「中学生チャレンジテス
ト」等を活用すること。 

（１）一人ひとりの学力を伸ばすための検

証・改善 

（２）日常的な授業改善 

（３）言語能力の育成 
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・ 言語能力の育成にあたっては府指定事業の

実践事例を参考にすること。 

・ 言語活動の一環として、児童・生徒どうし

がお薦めの本を紹介し合う活動（ブックトー

クや Best Book Battle（Ｂ１）等）を実施

すること。 

 

 

・ 目的に応じて情報手段を適切に活用するな

どして、必要な情報を収集・判断・処理する

能力を高める授業や、情報手段の特性を理解

し、自らの情報活用を評価・改善する力をつ

けるための授業を展開すること。 

・ 小学校におけるプログラミング教育では、

体験を通して「プログラミング的思考」を育

み、１人１台端末等を必要に応じて活用しな

がら問題を解決しようとする態度を育むこ

と。その際、プログラミング教材を有効に活

用すること。 

・ 自他の権利を尊重し、自分の行動に責任を

持つことや、情報を正しく安全に利用できる

こと、ＩＣＴ機器の使用による健康との関わ

りを理解することなど、児童・生徒の実態や

発達段階に応じて、情報モラルの育成に努め

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

・ ＩＣＴの活用に当たっては、各校作成の 1

人 1 台学習者用端末活用推進計画書を基に、

１人１台端末が鉛筆やノート等の文房具と

同様に教育現場において不可欠なものと捉

え、すべての教員が日常的、効果的に授業で

活用すること。 

・ 児童・生徒一人ひとりが個に応じた学びを

実現できるよう、１人１台学習者用端末を効

果的に活用すること。その際、児童・生徒が

自身の成長やつまずきなど、自らの学習の状

況を把握し、主体的に学習を調整することが

できるよう支援すること。 

・ 協働的な学びを実現するために、授業にお

いては日常的に１人１台学習者用端末を活

用し、問題発見・解決に挑む資質・能力を育

成すること。 

・ 家庭学習の充実に向けて、日常的に１人１

台学習者用端末を積極的に活用すること。 

・ 児童生徒が多様な意見や考えに触れたり、

協働して学習に取り組んだりする機会の充

実を図るため、遠隔教育に積極的に取り組む

こと。 

・ ＩＣＴ活用による学びの充実に際しては、

「スマートスクール実現モデル校」や本市教

職員ポータルサイトの実践事例を参考にす

ること。 

 

 

 

 

 

  
（５）ＩＣＴ活用による学びの充実 

（４）情報活用能力の育成 

《参考資料》 

「カリキュラム・マネジメントの手引き」（令和３年３月） 

「感染症や災害等の非常時にやむを得ず学校に登校できない児童生徒の学習指導について」（令和３

年２月）文部科学省 

「『令和の日本型教育』の構築を目指して」（令和３年１月）文部科学省 

「学習指導要領（平成 29 年告示）のポイント【評価編】」（令和２年８月）（中学校については解説

動画あり）：新学習指導要領に対応した学習評価オンライン講座 

「『指導と評価の一体化』のための学習評価に関する参考資料」（令和２年３月）文部科学省 

「学習評価の在り方ハンドブック」（令和元年６月）文部科学省 

「小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における児童生徒の学習評価及び指導要録の改善

等について」（平成 31 年３月）文部科学省 

「新学習指導要領のポイント」（平成 31 年２月） 

「小学校・中学校学習指導要領」及び「同解説（総則編・各教科等編）」（平成 29 年３月・７月） 

文部科学省 
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各教科や教科横断的な学習等において、学校図書館の機能を計画的かつ体系的に利活用し、児

童・生徒の言語能力や情報活用能力及び、生涯にわたり主体的に学習する態度を育成すること。

また、日常的に読書活動を進め、子どもたちの読書への興味・関心を高めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

・ 各教科等での学習活動に学校図書館の活

用を計画的に位置付け、言語能力・情報活用

能力等の育成を図ること。 

・ 問題発見・解決能力等の育成のため、授業

中はもとより、授業以外の場面でも、主体的

に児童・生徒が学校図書館を活用し、調べ読

みや探究的な学習に取り組むことができる

よう支援すること。 

・ 「学校図書館を充実・活用するためのモデ

ル校」の実践事例を参考にすること。 

 

・ 「読書センター」として、児童・生徒が本 

を読みたくなるような読書環境を計画的に

整備すること。また、配架の仕方や読書スペ

ースの工夫などを行うこと。 

・ 「学習・情報センター」として、年間指導

計画に基づき、各教科等の学習において活用

しやすい環境を整え、授業で役立つ資料を準

備すること。取組みの充実に当たっては、市

立図書館と連携を図り、団体貸し出し等のサ

ービスも積極的に活用すること。 

・ 学習者用端末が導入されたことを踏まえ、

市立図書館の電子書籍の貸し出しも有効に

活用すること。 

・ 「学校図書館法」及び文部科学省通知「学

校図書館司書教諭の発令について」に基づき、

司書教諭の配置及び発令を行うこと。司書教

諭（学校司書）を中心に、すべての教職員に

よる学校図書館の運営体制を確立すること。 

 

・ 児童・生徒が読書の楽しさを実感し、読書

習慣と豊かな語彙力を身に付けられるよう

興味・関心を高める工夫を行うこと。 

・ 子どもが読書への興味・関心を高め、自ら

読書活動を行うことができるよう、市立図書

館やボランティアとの連携を促進し、学校で

の読書環境づくりを進めること。 

・ 朝の全校一斉の読書タイムや国語科におけ

る並行読書、ブックトークや Best Book 

Battle（Ｂ１）等を通じて、読書活動の充実

を図ること。その際、府のオーサービジット

事業等も積極的に活用すること。 

 

・ 子どもが読書への興味・関心を高め、自ら

読書を行うことができるよう、すべての学校

で公立図書館やボランティアとの連携を促

進し、学校での読書環境づくりを進めること。

その際、府立中央図書館ホームページの「学

校支援のページ」を活用すること。 

・ 子どもが読書への興味・関心を高め、自ら読書を行い、豊かな語彙を獲得できるよう、すべ
ての学校で読書活動を推進すること。 

・ 各教科等における学習や教科横断的・探究的な学習が充実するよう学校図書館の活用計画を
策定し、年間を通じて学校図書館を活用すること。 

・ 各学年の学習計画や児童生徒の興味・関心等に応じて、自発的・主体的に読書や学習を行う
ことができるよう、学校全体で学校図書館の環境整備を行うこと。 

・ 「河内長野市第４次子ども読書活動推進計画」の趣旨を踏まえ、発達段階に応じて、すべて
の子どもが読書への興味・関心を高め、必要な知識を得るとともに、自ら楽しみながら読書活
動を行うことができる環境の整備を図ること。 

・ Best Book Battle（Ｂ１）をはじめとした読書イベント等を活用し、読書活動ができていな
い子どもが少しでも本に興味・関心を持つよう、読書活動の普及啓発・推進を図ること。 

 
 

確かな学力をはぐくみ感性を豊かにする読書活動の充実  ３ 

（３）読書への興味・関心を高める工夫 

（４）読書活動の充実に向けての連携 

（１）学校図書館を活用した学習 

（２）学校図書館活用のための環境整備 
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児童・生徒が言語や文化に対する理解を深めながら、主体的にコミュニケーションをとろうと

する意欲や態度を育み、英語を使って自分の考えを伝え合うことができるよう、４技能５領域を

バランスよく育成する英語教育を推進することが重要である。 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 外国語（英語）の基本的な表現、音声・

文字、異なる国や文化に慣れ親しみ、主体

的にコミュニケーションを図ろうとする態

度の育成に努めること。 

・ ＮＥＴやＡＬＴ等の専門性を有する人材

と児童・生徒とが交流して、伝え合う体験

や、異なる国の文化を知る体験を充実させ

るよう努めること。 

・ ＮＥＴや小学校英語教育実践リーダー研

修受講者の活用、中学校英語教員による小

学校への乗り入れ授業、授業研究の充実を

通して、さらなる指導の充実を図るととも

に、中学校への接続に留意すること。 

・ 小学校３年生対象のモバイル英語村

「World 学習」を通して、様々な国の文化

や風習を知り、日本以外の国への興味を抱

くとともに、多種多様な人と様々な言語を

通して自分自身を表現する態度を養うこと。 

 

 

・ 言語活動を行う際には、小学校において

は「身近で簡単な事柄」を、中学校おいて

は「日常的な話題や社会的な話題」を取り

上げるなど、コミュニケーションを行う目

的や場面、状況の設定について工夫するこ

と。 

・ 小学校においては、英語を使って伝え合

う体験や活動を通して、自分の思いを伝え

たり、相手に対する理解を深めたりして、

満足感や達成感を味わうことができるよう

にすること。また、「音声で十分に慣れ親し

んだ簡単な語句や基本的な表現」を推測し

ながら読んだり、語順を意識しながら書い

たりして、自分の考えや気持ちなどを伝え

合うことができる基礎的な力を養うこと。 

・ 中学校においては、英語を使って情報や

自分の考えなどを話したり書いたりして伝

え合う活動の充実を図るとともに、即興で

やり取りする活動を重視すること。 

 

 

 

・ 教員が授業における学習到達目標を設定

したり、児童・生徒が自身の英語でできる

ようになったことをふりかえったりする際

に、リストを効果的に活用すること。また、

市作成教材も活用するなど、活動の充実を

図ること。 

・ 年間の指導計画を見通して、適切な場面

でパフォーマンステストを実施し、指導に

生かす評価を行うこと。その際、英語でコ

ミュニケーションを行う目的や場面・状況

の設定を工夫して、言語活動を通して身に

付けたコミュニケーション能力の的確な

把握に努めること。 

・ 評価を行う際にはインタビュー（面接）、

スピーチ、簡単な語句や文を書くこと、活

動の観察、ペーパテスト等、多様な評価方

法から、的確に評価できる方法を選択する

こと。 

・ デジタル教科書や１人１台学習者用端末

を効果的に活用し、「個に応じた学び」と「協

グローバル社会における英語力の育成  ４ 

・ 授業において「コミュニケーションを行う目的や場面、状況」の設定を工夫し、英語で表現
し伝え合う力を育成するための学習を充実させることにより、児童・生徒が実際のコミュニケ
ーションにおいて活用できる英語力を身に付けられるようにすること。 

（３）児童・生徒の英語力の適切な把握と指

導 

 

（１）言語や文化に対する理解 

 

（２）授業における言語活動の工夫 
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働的な学び」を一体的に充実させること。

その際、学習ツールとして、府作成の「STEPS 

in OSAKA」も、授業や家庭学習等に活用す

ること。 

・ 中学校３年生には公費による英検受験を

推奨し、中学校卒業時に英検３級程度の英

語力を身に付くよう取組むこと。 

 

 

 

・ 児童・生徒が学んだことを活用し、英語

を学習することの意義を実感できる機会の

創出に努めること。特に、市全体の課題で

ある「書くこと」について、小学校６年生、

中学校３年生対象の「自分の思いを英語で

表現する活動」等を通して課題解決に向け

た取組みを進めること。 

 

 

・ 中学校区で学習到達目標に基づいた一貫

性のある指導や評価を行うとともに、学校

間の交流や研修等を通して、小学校と中学

校の英語教育の円滑な接続に留意すること。 

・ 英語コーディネーターや各校英語担当者

等を中心に、研修や授業研究の成果の共有

を通してさらなる指導の充実を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（４）身に付けた英語力を発揮する機会の創

出 

（５）組織的な英語教育の推進 

《参考資料》 

「新・大阪版 CAN-DO リスト」（令和５年３月予定） 

「STEPS in OSAKA」（令和５年３月予定） 

「英語教育・日本人の対外発信力の改善に向けて（アクションプラン）」（令和４年８月） 

文部科学省 

「学習者用デジタル教科書実践事例集」（令和４年３月）文部科学省（解説動画あり） 

「外国語の指導における ICT の活用について」（令和２年９月）（解説動画あり）文部科学省 

「中学校外国語教材『Bridge』」（令和２年１月）文部科学省 

「スピーキング力向上ツール」（令和元年 12 月、平成 31 年１月） 

「小学校のカリキュラム・マネジメントを円滑に進めるための手引き」（平成 31 年２月） 

「中学校英語定着確認プリント」（平成 31 年１月、平成 30 年 10 月） 

「英語によるコミュニケーション力の土台となる力を育む」（平成 30 年２月） 

「We Can!」「Let’s Try!」（平成 30 年２月）文部科学省 

「小学校・中学校学習指導要領」及び「同解説（総則編・各教科等編）」（平成 29 年３月・７月）

文部科学省 

「大阪府公立小学校英語学習６カ年プログラム・DREAM」（平成 27 年 12 月） 

「英語を使うなにわっ子」育成プログラム（平成 25 年８月） 
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障がいの有無にかかわらず、すべての児童・生徒が、地域社会で豊かに生きるために、すべて

の学校において、多様な学びの場を保障するとともに、相互理解を深め、すべての子どもが安心

して学校生活を送ることができる集団づくりをより一層推進することが必要である。 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

 

・ 障がいのある子ども一人ひとりの教育的ニ

ーズに的確に応える指導を提供できるよう、

通常の学級や通級による指導、支援学級とい

う、連続性のある多様な学びの場の充実を図

るとともに、個に応じた指導と集団における

指導をバランスよく行い、障がいのある子ど

もの学びの充実をめざすこと。 

・ 障がいのある子どもに必要な支援は、すべ

ての子どもたちにとっても効果的な支援と

なりうることから、ユニバーサルデザインの

観点を取り入れた「授業づくり」や自尊感情

や自己有用感を高める「集団づくり」を進め

ること。 

 

 

・ 「ともに学び、ともに育つ」を基本に、交

流及び共同学習がさらに充実し、相互理解が

より一層進むよう、学校における支援学級の

位置付け及び教室配置について、不断の点

検・見直しを行うとともに、一人ひとりの教

育的ニーズに応じた指導内容等の工夫改善

に努めること。 

・ 交流及び共同学習の実施に当たっては、必

要となる合理的配慮の検討、提供とあわせ、

教育課程上の位置づけや児童・生徒の指導目

標の明確化と適切な評価の実施、組織的な指

導体制の構築等に取り組むこと。 

・ 支援学校との交流及び共同学習についても

連携を図ること。 

 

 

・ 障がいのある児童・生徒の指導・支援等に

関する様々な課題に対応できるよう、学校と

連携しながら研修内容を充実させ、すべての

教職員の資質向上を図ること。 

・ 支援教育の視点を踏まえた子ども理解をす

べての教職員に浸透するよう取組みを進め

るとともに、支援学級や通級による指導を受

ける児童・生徒に対し、個々の障がいの状況

や教育的ニーズに応じた適切な指導・支援が

行われるよう、すべての教職員の専門性向上

を図ること。その際、市主催研修を効果的に

活用し、組織全体として取り組むこと。 

 

 

・ 就学相談・支援に当たっては、「障がいの

状態等」、「特別な指導内容」、「合理的配慮を

含む必要な支援の内容」の三つの観点を踏ま

えて、幼児・児童・生徒の教育的ニーズの整

理に努めるとともに、保護者からの意見を聴

取し、関係機関と連携しながら、できるだけ

早期に就学に関する適切な説明及び情報提

供を行うこと。 

・ 就学先となる学校や多様な学びの場につい

て、本人及び保護者が正確な情報を得ること

ができるよう十分な説明を行ったうえで、本

人及び保護者の意見を最大限尊重しつつ、教

 「ともに学び、ともに育つ」教育のさらなる推進  ５ 

・ インクルーシブ教育システムの理念を踏まえた取組みを進めるとともに、「ともに学び、と
もに育つ」という観点からの学校づくりをより一層進めること。 

・ 地域における共生社会の実現をめざし、すべての幼児・児童・生徒、教職員、保護者、地域
に対する支援教育への理解啓発を一層推進すること。 

（１）「ともに学び、ともに育つ」授業づくり・

集団づくりの推進 

（３）教職員の資質向上 

（４）就学相談・支援の充実 （２）交流及び共同学習の充実 
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育的ニーズと必要な支援について合意形成

を図り、幼児・児童・生徒の状況に応じた適

切な就学先の決定に努めること。 

・ 障がいの有無にかかわらず誰もが安心して

過ごせる学校づくりに向け、関係部局とも連

携し、教育環境の整備に努めるとともに、障

がいのある子ども一人ひとりの状況に応じ

た配慮・支援に努めること。 

 

 

 

・ 支援学校のセンター的機能に基づく相談・

支援を効果的に活用して、すべての教職員へ

の支援教育に対する理解・啓発や専門性向上

に努めること。 

 

  

（５）支援学校のセンター的機能の活用 

《参考資料》 

「特別支援学級及び通級による指導の適切な運用について」（令和４年４月）文部科学省 

「自立活動ハンドブック（中学校版）」（令和４年３月） 

「特別支援教育を担う教師の養成、採用、研修等に係る方策について」（令和４年３月） 

「障害のある子供の教育支援の手引」（令和３年６月）文部科学省 

「自立活動ハンドブック（小学校版）」（令和３年３月） 

「『ともに学び、ともに育つ』支援教育の視点を踏まえた学校づくり」（平成 31 年３月） 

「発達障がいについて 保護者の理解を促進するために」（平成 30 年３月改訂） 

「障害のある幼児児童生徒と障害のない幼児児童生徒の交流及び共同学習等の推進について」（平

成 30 年２月）文部科学省 

「小学校・中学校学習指導要領」及び「同解説（総則編・各教科等編）」（平成 29 年３月・７月）

文部科学省 

「発達障害を含む障害のある幼児児童生徒に対する教育支援体制整備ガイドライン」（平成 29 年３

月）文部科学省 

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成 28 年４月） 

「障がいのある子どものより良い就学に向けて<市町村教育委員会のための就学相談・支援ハンド

ブック>」（平成 26 年３月） 

「学校教育法施行令の一部改正について」（平成 25 年９月） 

「障害者基本法」 第 16 条（平成 25 年６月改正） 

「『ともに学び、ともに育つ』支援教育のさらなる充実のために」（平成 25 年３月改訂） 

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」

（平成 24 年７月）中央教育審議会初等中等教育分科会 

「体罰防止マニュアル（改訂版）」（平成 19 年 11 月） 
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障がいのある子どもをはじめ、一人ひとりの子どもの自立に向けた効果的な指導・支援の充実

を図ることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 「ともに学び、ともに育つ」を基本に、一

人ひとりの障がいの状況や教育的ニーズに

応じた合理的配慮が行われるよう努めるこ

と。あわせて、合理的配慮の基礎となる教育

環境の整備・充実に努めること。 

・ 合理的配慮の検討・決定に当たっては、児

童・生徒の発達段階等を踏まえ、現在必要と

されているものは何か、優先して提供する必

要があるものは何か等について、学校と保護

者・本人とが十分に話し合い、合意形成を図

ること。 

 

 

 

・ 支援学級在籍児童・生徒の特別の教育課程

の編成にあたっては、一人ひとりの教育的ニ

ーズをふまえ、児童・生徒の障がいの状況や

心身の発達等を考慮の上、必要に応じて、各

教科の目標や内容を下学年の教科の目標や

内容に替えたり、知的障がい支援学校の各教

科の内容に替えたりするなど、実態に応じた

教育課程を編成すること。また、自立活動の

指導を行い、その充実に努めること。 

・ 通級による指導を行い、特別の教育課程を

編成する場合には、自立活動の内容を参考と

し、具体的な目標や内容を定め、指導を行う

こと。 

・ 障がいのある児童・生徒については、支援

学校等の助言又は援助を活用しつつ、個々の

児童・生徒の障がいの状態等に応じた指導内

容や指導方法の工夫を組織的かつ計画的に

行うこと。 

 

 

 

・ すべての学校において、障がいのある児

童・生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた

きめ細かな指導や、乳幼児期から学校卒業後

までを見通した一貫した支援が計画的、組織

的に行われるよう、「個別の教育支援計画」

及び「個別の指導計画」を作成し、効果的に

活用すること。 

・ 支援学級に在籍する児童・生徒や通級によ

る指導を受ける児童・生徒の全員について、

「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計

画」を作成すること。通級による指導を受け

ていない通常の学級に在籍する発達障がい

等のある児童・生徒の指導に当たっても、必

要に応じて作成・活用に努めること。 

・ 「個別の教育支援計画」の作成に当たって

は、本人や保護者参画のもと、支援内容を検

討するうえで必要な情報を記載すること。ま

  一人ひとりの教育的ニーズに対応した指導・支援の充実  ６ 

・ 支援学級における特別の教育課程の編成及び、通級による指導で実施する特別の指導につい
て、一人ひとりの障がいの状況や教育的ニーズに応じた適切なものとなるよう努めること。 

・ 児童・生徒の障がいの状況に応じた指導・支援の工夫や、支援学級及び通級による指導にお
ける自立活動を取り入れた教育課程の編成について、一層の充実を図ること。 

・ 全教職員が、障がいのある児童・生徒、一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な指導・支
援について共通理解を図るとともに、支援教育に対する専門性を高め、学校全体の取組みを充
実していくこと。 

（１）合理的配慮についての適切な対応 

（２）障がいのある児童・生徒の教育課程の

編成 

（３）個別の教育支援計画・個別の指導計画

の作成・活用 
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た、本人や保護者の意向を踏まえつつ、校内

や医療・福祉・保健・労働等の関係機関で共

有を図るとともに、定期的に評価・点検・見

直しを行い、効果的な活用のために内容の充

実を図ること。 

・ 「個別の指導計画」の作成・活用に当たっ

ては、「個別の教育支援計画」との関連を図

りつつ、一人ひとりの障がいの状況や心身の

発達段階等に応じた指導目標、指導内容及び

指導方法を明確化し、きめ細やかな指導の工

夫に努めるとともに、実施状況を適宜評価し、

改善を図りながら、児童・生徒の指導に関わ

る教職員で共有すること。 

・ 児童・生徒の発達段階の連続性を踏まえた

指導・支援が適切に引き継がれるよう、日頃

から校種間や関係機関における連携を深め、

「個別の教育支援計画」の引継ぎが確実に行

われるよう努めること。その際、「サポート

ブックはーと」を活用し、積極的に取り組む

こと。 

 

 

 

・ 通級指導教室での指導・支援をより一層充

実させるとともに、通級指導教室における学

びを通常の学級で十分に発揮することがで

きるよう、通級指導教室担当と担任の連携は

もとより、校内における支援体制の充実に努

めること。 

・ 通常の学級には発達障がい等支援を必要と

する児童・生徒が在籍していることを前提に、

すべての教科等において、児童・生徒一人ひ

とりの学習上の困難さに応じた指導内容や

指導方法の工夫を行い、意図や手立てを明確

にした指導・支援の充実を図ること。その際、

支援教育コーディネーターや巡回相談等を

効果的に活用すること。 

 

 

 

・ 病弱児については、学校間、家庭、病院等

との連携を密にし、継続した学習指導に配慮

すること。 

・ 合理的配慮の観点を踏まえ、医療的ケアを

必要とする児童・生徒が安全・安心に学校生

活を送ることができるよう、校内体制を整え

るとともに、配置された看護師や学校医を含

む医療、福祉等との連携をより一層図るなど、

充実した医療的ケア実施体制構築に努める

こと。 

・ 医療的ケアについての一般的な知識や医療

的ケアが必要な子どもへの理解、緊急時の対

応等の研修を実施し、医療的ケアについての

理解を深めること。 

 

 

・ 障がいのある児童・生徒とその保護者が、

就学前から社会参加に至るまで、ライフステ

ージに応じた適切な支援を受けることがで

きるよう、医療・福祉・保健・労働等の関係

機関と連携しながら、早期からの切れ目ない

支援体制の構築に努めること。 

・ 早期支援の重要性に鑑み、療育施設・保育

所・幼稚園等就学前機関との連携において、

「個別の教育支援計画」や「サポートブック

はーと」を作成・活用し、早期から適切な支

援を引き継いでいくことができるよう努め

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）通常の学級に在籍する児童・生徒への

支援の充実 

（５）病弱児や医療的ケアの必要な児童・生

徒への支援の充実 

（６）早期からの切れ目ない支援体制の構築 
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【第１章関連事項】 

 

 

 

・ 日本語指導が必要なすべての児童・生徒に

対して適切な指導・支援をするために、学校

体制を構築するとともに、当該児童・生徒へ

の日本語指導の内容の充実を図ること。その

際、必要に応じて府の「オンライン日本語指

導」を活用すること。 

・ 当該児童・生徒がどの学校に在籍しても等

しく日本語指導が受けられるよう、各学校は、

日本語指導担当教員を中心として、日本語指

導加配教員や市日本語ボランティアを活用

した指導体制を充実させること。 

・ 当該児童・生徒の入国歴や家庭での使用言

語などの生活背景を把握するとともに、ＤＬ

Ａ等により測定した日本語能力に応じて個

別の指導計画を作成し、「特別の教育課程」

を実施すること。 

・ 学校全体で国際理解・多文化共生の取組み

を進めること。その際、「ＯＳＡＫＡ多文化

共生フォーラム」や「オンライン国際クラブ」

など、府の取組みを活用すること。 

・ 日本語指導担当教員が研修で得た知識や指

導方法等を共有し、学校全体の指導の充実に

努めること。 

・ 当該児童・生徒及び保護者に対して、学習

や進路等に関する適切な情報提供に努める

こと。その際、府教育庁Ｗｅｂページ「帰国・

渡日児童生徒学校生活サポート」の「学校生

活サポート」や「多言語版家庭学習教材」「進

路選択のために」等を活用すること。 

・ 高等学校等への進学に関して、入学者選抜

制度や受験上の配慮事項、申請手続き等、丁

寧な説明をすること。その際、南河内地区の

「多言語進路ガイダンス」を周知するととも

に、参加を働きかけること。 

・ 当該児童・生徒の高等学校等中途退学率が

全体より高いことをふまえ、よりいっそうキ

ャリア教育を充実させるとともに、高等学校 

 

等や関係機関と連携し、追指導に努めること。 

 

 

・ 小・中学校９年間を見通した指導の一貫性

や系統性をもたせ、円滑な接続を図るため、

小中一貫教育に取り組むこと。また、河内長

野市保幼こ小連絡会における連携を推進す

ること。また、「幼児期の終わりまでに育っ

てほしい１０の姿」や小学校の教育課程等を

共有するなど連携し、小学校教育との円滑な

接続を図るよう努めること。 

・ 小学校における教科担任制のあり方等、小

中一貫教育の推進を図るとともに、「河内長

野市学校のあり方の方針」を踏まえ、施設一

体型小中一貫教育推進校の開設に向けた準

備を進めること。 

・ 各中学校区においてめざす子ども像を共

有し、系統的な学習・学校生活について共通

理解を図るとともに、安心できる集団づくり

やわかる授業づくりに取り組むために、人権

教育・道徳・学力向上・英語について研究授

業を実施し、小中一貫教育のより一層の推進

を図ること。また、学習指導要領に則った、

本市における「つながりアップ・カリキュラ

ム」の活用を図ること。 

・ 互いの違いを認め合える集団作りや、家庭

や地域、関係機関等と連携したボランティア

活動や職場体験学習等を充実するなど、児

童・生徒の発達段階に応じたキャリア教育を

系統的に行うこと。その際、学びのプロセス

を振り返って蓄積することができる教材（キ

ャリア・パスポート）等を作成し、活用する

こと。 

・ 多様な進路選択に対応するために、体験入

学や保幼こ小・小中・中高の連絡会等におい

て、積極的に連携および協働を図ること。ま

た、児童・生徒一人ひとりの様々な配慮事項

を小中間で確実に引き継ぎ、小中が一体とな

って９年間の児童・生徒の成長を支援するこ

と。

（２）校種間の円滑な接続と指導体制の充実 

（１）日本語指導が必要な子どもへのきめ細

やかな支援体制の整備 
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第２章 豊かな心と健やかな体の育成 
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様々な人権問題を解決し、人権尊重の社会づくりを進めるために、人権３法や府人権関係３条

例をはじめ、人権教育に係る国及び府の関係法令等に基づき、「生きる力」を育む教育活動の基盤

として、あらゆる教育活動において、人権教育を一層計画的・総合的に推進することが必要であ

る。その際、ＳＮＳ等インターネット上の差別やいじめ等が生起していることにも留意する必要

がある。 

また、児童・生徒の豊かな人間性を育むため、学校の教育活動全体を通した道徳教育を推進す

るとともに、多様な体験活動等の充実を図ることも必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 人権教育の推進に当たっては、女性、子ど

も、障がい者、同和問題（部落差別）、在日

外国人、性的マイノリティ、感染症等に係る

人権問題をはじめ、様々な人権問題に関する

正しい理解を深め、解決をめざした教育を総

合的に推進すること。 

・ 人権教育指導計画の作成に当たっては、幼

児・児童・生徒の実態を踏まえ、発達段階に

即した体系的なものとなるよう留意し、日常

的に人権感覚の醸成に資する取組みを行う

こと。 

・ 人権教育を進めるに当たっては、関係資料

等を活用し、中学校区研究授業などを通して

指導の工夫・改善に努めるとともに、取組み

の交流等を通じてさらなる有効活用がなさ

れるよう努めること。 

・ 校内体制の構築に当たっては、人権課題別

担当者の明確化を図るなど、校内推進体制を

確立し、人権尊重の理念を学校運営に反映す

ること。 

・ 児童・生徒が自他の権利を尊重するととも

に、社会の一員としての自覚のもとに義務を

果たすという基本的姿勢の形成をめざすこ

と。 

・ 幼少期から生命の尊さに気づかせ、互いを

大切にする態度や人格の育成等をめざす人

権基礎教育に取り組むこと。 

・ すべての教職員が、「児童の権利に関する

条約」及び「大阪府子ども条例」の趣旨を踏

まえ、児童・生徒の意見を受け止め、各学校

の実情に応じた適切な指導を行うこと。 

・ 人権に関する知的理解を深め、人権感覚を

身に付けるための研修や児童・生徒の変容を

もとに人権教育の指導力を向上させる研究

授業等の実施を組織的・計画的に進めること。

その際、関係資料や府主催の人権教育実践研

究協議会及び人権教育フォーラム等の機会

を積極的に活用すること。 

・ すべての教職員が、人権に関する知的理解

を深め、人権感覚を身に付けるための研修や

人権教育の指導力の向上に向けた中学校区

研究授業等の実施を組織的・計画的に進める

こと。 

・ 関係研究組織との連携の充実を図ること。 

  人権・多様性を尊重する教育及び心を育む教育の充実  ７ 

・ インターネット上の様々な人権侵害や偏見、差別について、児童・生徒が被害者にも加害者
にも傍観者にもならないよう、人権教育や情報モラル教育を通して、人権に関する知的理解を
深めるとともに、人権感覚を身に付け、自他の人権を守るよう行動する力を系統的に育成する
こと。その際府作成の「ネット上の偏見・差別について考える学習活動体系」を活用すること。 

・ すべての教職員が研修等を通じて自らの人権感覚を高めるとともに、あらゆる場面で人権意
識を絶えず見つめ直しつつ教育活動を行うこと。とりわけ、個別的な人権課題に関わる研究授
業に取り組むこと。 

・ 道徳科の授業においては、児童・生徒が道徳的価値を自分事とし、多面的・多角的に考えた
り、議論したりすることにより、自己や人間としての生き方について考えを深められるよう、
子どもたちの実態に即しながら指導を工夫すること。 

（１）人権教育の充実 
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・ 道徳教育は、道徳科を要として学校の教育

活動全体で行うこと。また、学校が一体とな

って道徳教育を進めるため、校長は道徳教育

の方針を明確に示すとともに、中学校区研究

授業では指導方法や評価の在り方について

研究・研修に取り組むなど、道徳教育推進教

師を中心とした指導体制を構築すること。 

・ 道徳教育の全体計画及び年間指導計画の作

成に当たっては、児童・生徒や地域の実態、

学校の特色等を考慮し、重点事項を定めた上

で、各教科等における道徳教育に関わる指導

の内容及び時期を整理したものを別葉にし

て加えて関連付けるなどして、年間を通して

活用しやすいものとすること。また、年間３

５時間（小学校１年生は３４時間）の指導時

数を確保すること。 

・ 道徳科の授業においては、道徳的価値につ

いて教材や体験等から考えたことを、議論を

通して多面的・多角的に考えを深め、自分と

の関わりで考察できるよう、教材提示や発問、

話し合いの形態や板書等の指導方法を工夫

し「考え、議論する道徳」に向けた授業改善

に努めること。 

・ 地域の人々の参画等によって、家庭や地域

社会と一体となった取組みを推進すること。 

 

 

 

・ 関係法令及び答申等の趣旨を踏まえ、課題

のある子どもたちに対する人権尊重の視点

に立ち、同和問題（部落差別）の早期解決に

向けて、人権教育の一環としての同和教育の

推進に努めること。 

・ これまでの同和教育の経験や成果を生かし、

同和問題（部落差別）をはじめとする様々な

人権問題の解決に向けて、人権教育を推進す

ること。 

 

 

・ 関係法令等を踏まえ、共生社会の実現をめ

ざし、障がい者に対する無理解や偏見等を取

り除き、障がい者の人権が尊重される教育を

推進するため、各学校においては、障がいに

ついての理解を深める教育を系統的に実施

すること。その際には、関係資料等の活用を

図ること。 

・ 障がいのある幼児・児童・生徒が自尊感情

や自己肯定感を育み、自らを取り巻く人間関

係を豊かに構築していけるよう、関係機関や

専門家とも連携し、組織的な対応に努めるこ

と。 

・ 障がいの有無に関わらず、すべての子ども

が、日常的な関わりの中で、お互いについて

の理解を深め、一人ひとりを尊重し、違いを

認め合う態度を育む集団づくりを、学校全体

で進めること。 

 

 

・ 関係法令及び指針の趣旨を踏まえ、互いの

違いを認め合い、共に生きる教育を系統的に

実施すること。その際には、関係資料等の活

用を図り、指導内容、指導方法等の工夫・改

善及び教材、資料の研究開発に努めること。 

・ 自国の歴史や文化・伝統に誇りを持ち、諸

外国の文化や習慣等について理解を深め、互

いに違いを認め合い、共に生きていく力や自

分の意思を表現できる力を育成すること。 

・ 韓国や中国など、近隣アジア諸国との継続

的な友好・文化交流活動の推進を図るなど、

相互理解や相互信頼を深める取組みを進め

ること。 

・ 課外の自主活動等も含め、在日韓国・朝鮮

人をはじめとする在日外国人幼児・児童・生

徒が、自らの誇りと自覚を高め、本名を使用

できる環境の醸成に努めること。 

 

 

 

・ 府条例の趣旨を踏まえ、研修等を通じて、

教職員が性的指向及び性自認の多様性に関

する理解を一層深めるとともに、幼児・児

童・生徒が性的指向及び性自認の多様性につ

（５）多文化共生教育の推進 

（６）ジェンダー平等教育の推進と性的マイ

ノリティの子どもへの対応 

（２）道徳教育の充実 

（４）「ともに学び、ともに育つ」教育の推進 

（３）人権教育の一環としての同和教育の推

進 
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いて、正しく理解できる取組みを推進するこ

と。 

・ 性的指向・性自認について、児童・生徒の

心情に配慮した環境をつくるとともに、相談

しやすい体制を整えること。 

・ 性別に関係なく個々の能力を生かして安

心・安全に過ごせるためのジェンダー平等教

育を推進すること。その際、大阪府府民文化

部男女参画・府民協働課が作成したジェンダ

ー平等教育啓発教材「男女共同参画について

考えよう」を活用すること。 

・ 児童・生徒が固定的な性別役割分担意識に

とらわれないように、名簿や並び方、各種調

査など、すべての教育活動において、必要の

ない男女別の指導は行わないこと。 

・ ジェンダー平等の観点から、学校からの配

付物や掲示物をはじめ、学校環境を日常的に

点検すること。 

 

 

・ 生命の尊さ、戦争の惨禍、平和の尊さにつ

いて適切に指導し、国際社会に貢献できる資

質と態度を身に付けられるよう、平和教育を

推進すること。その際「平和教育基本方針」

を踏まえるとともに、府が作成した事例集や

大阪国際平和センター（ピースおおさか）等

の施設を活用すること。 

 

 

・ 児童・生徒が福祉の意味や役割についての

理解を深めるために、障がい者や高齢者との

出会いや体験活動等を通じて、身近にいる障

がいのある仲間や高齢者への思いやりにつ

なげるなどの福祉教育の推進を図ること。 

 

 

・ 校長を中心とした、人権侵害を許さない学

校体制づくりに努めること。 

・ 教職員が差別事象等の人権侵害を見逃さな

い感覚を高めるとともに、人権侵害が生起し

た場合には、府教育庁及び関係機関と連携を

図り、迅速かつ組織的に対応すること。 

・ 事象が生起した際は、差別等を受けた幼

児・児童・生徒の人権を擁護することを基本

とし、併せて、関係した幼児・児童・生徒の

背景をはじめ事実関係を的確に把握・分析し、

明らかとなった教育課題の解決に最大の努

力を払うこと。 

  

 

・ 日々の生活の中で改めて「こころ」につい

て見つめ直し、できることから実践する「こ

ころの再生」府民運動の趣旨を踏まえ、学校

教育活動全体で『「大切なこころ」を見つめ

直して～「こころの再生」府民運動～』の活

用等により、「生命（いのち）を大切にする」

「思いやる」「感謝する」「努力する」「ルー

ルやマナーを守る」など、子どもたち一人ひ

とりの豊かな心を育む取組みを実践するこ

と。また、各学校や地域において、あいさつ

運動や交流活動等を積極的に進めること。 

 

 

   

 

 

 

 

 

・ 教職経験年数の少ない教職員に人権教育の

実践や成果を継承できるよう、研修の実施に

際しては「教職員人権研修ハンドブック」の

活用に努めること。 

 

 

・ 生命の尊さに気づき、思いやりの心や将来

への志・夢を育み、自他の人権を守ろうとす

る意識・態度と豊かな人間性や社会性を身に

付けるため、大阪人権博物館（リバティおお

さか）の移動人権展・企画展等の行事等や、

資料の活用に努めること。 

 

（７）平和教育の推進 

（９）人権侵害事象等に対する対応 

（10）「こころの再生」府民運動 

（12）大阪人権博物館の活用 

（８）福祉・ボランティア教育の推進 

「こころの再生」 
府民運動のロゴマーク 
 

 
 
 

 
 
 

愛さつＯＳＡＫＡの 
ロゴマーク 

（11）教職員人権研修ハンドブックの活用 
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不登校、ヤングケアラーや、いじめ・暴力行為等の問題行動等に対して、各学校においては、

児童・生徒理解に基づいて組織的な対応を行い、すべての児童・生徒の主体的な成長を支える指

導を推進することが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

 

・ すべての児童・生徒を対象にコミュニケー

ション力、他者理解力、人間関係形成力、目

標達成力等の社会的資質・能力の育成をめざ

した取組みを、意図的に各教科や総合的な学

習の時間、特別活動等も関連させて行うこと。 

・ 学校生活のあらゆる場面で、児童・生徒が

自分の思いを伝え、互いのよさや違いを認め

合うことができる共感的な人間関係、学級づ

くり、安心して授業や学校生活を送れる風土

を教職員の支援のもと、児童・生徒が自らつ

くりあげるよう配慮すること。 

・ 生徒指導の諸課題にかかる未然防止をねら

いとした非行防止教室や、いじめ防止教育、

ＳＯＳの出し方教育を含む自殺予防教育、薬

物乱用防止教育等の教育プログラムを計画

的に実施すること。 

 

 

・ すべての児童・生徒が安心して過ごせるよ

う、自己肯定感や自己有用感を高めることや

居場所づくり、子どもどうしの絆づくりを行

うなどし、魅力ある学校づくりを推進するこ

と。 

・ 欠席しがちになる等の兆候を把握した場合

は、機を逸することなく家庭訪問等を通じて

保護者との協力体制を築き、きめ細やかで適

切な対応を図ること。 

・ 小学校低学年時より不登校児童が増加する

状況を踏まえ、不登校やその兆しがある児童

に対して、初期段階からの支援体制を構築す

ること。また、中学校１年時においても不登

校生徒が増加する傾向が続いていることか

ら、小学校との連携を進め、円滑な中学校生

活への接続に努めること。 

・ 今後、文部科学省から発出される通知・通

達にも配慮すること。 

・ 各校及び地域の状況、児童・生徒の支援ニ

ーズに応じて、１人１台学習者用端末を活用

し、教室と別室や自宅をオンラインでつなぎ、

授業や学級の様子を視聴できるようにして、

教育機会を増やしていくことや、学校に行き

づらい児童・生徒の健康状況や気持ちの変化

を確認するなど、児童・生徒の支援に努める

不登校、ヤングケアラーやいじめ、暴力行為等への 
取組みの推進  ８ 

・ 児童・生徒一人ひとりの良さや可能性を伸長させる取組みを進めるにあたっては、児童・生
徒が自発的・主体的に自らを発達させていく過程を教職員が支えるという観点に立ち、学習指
導と生徒指導を相互に関連付けるよう留意すること。 

・ 不登校の早期発見・早期対応のために、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカ
ー等の専門家も含めたチームによる教育相談体制を整えること。また、児童・生徒のニーズに
応じた支援を進めるために、ＩＣＴ等の活用や校内の教室以外の居場所設置等の工夫や外部機
関との連携を図ること。 

・ いじめを認知した場合には、速やかに学校いじめ対策組織に当該いじめに係る情報を報告し、
組織的な対応につなげること。また、認知したいじめについては、学校いじめ対策組織を中心
に解消に向けて計画的に実行すること。 

・ ヤングケアラーについては、本人や家族の意識が様々で、表面化しにくいことから、ヤング
ケアラーについて教職員の理解を深めるとともに、早期把握と本人の気持ちに寄り添った支援
につなげること。 

（２）不登校への取組み 

（１）児童・生徒一人ひとりの良さや可能性

の伸長を支える取組みの推進 
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こと。その際、児童・生徒の気持ちを的確に

把握できるよう、１人１台学習者用端末の有

効活用等の工夫をすること。 

・ 教育支援センター（適応指導教室「ゆうゆ

う☆スペース」）等と連携し、教育の機会の

確保を図るよう努めること。また、中学校３

年時に長期にわたり不登校状態にある生徒

に対し、卒業後の主体的な進路選択への支援

に努めること。 

・ 校内適応指導教室や児童生徒が安心して過

ごすことのできる場所を設置し、児童生徒一

人ひとりの状況に応じた学習支援などを通

して、不登校児童生徒の学校や社会とのつな

がりを確保することに努めること。 

・ 不登校児童・生徒の状況や背景が多様・複

雑であることを踏まえ、児童・生徒が自らの

進路を主体的に選択し、社会的に自立するこ

とをめざせるよう、民間の団体等との連携を

含め、実状に応じて適切に支援を行こと。 

 

・ いじめへの対応については、「いじめ防止

対策推進法」や国の「いじめの防止等のため

の基本的な方針」を踏まえた対応が為される

よう留意すること。 

・ 各学校において「学校いじめ防止基本方針」

を作成するとともに、毎年度、実効性が高い

ものとなっているか見直しを図ること。 

・ 「いじめは絶対に許されない」との人権感

覚を、特別の教科道徳や人権教育の実践を通

して、日頃より醸成し、異なる感性や感覚、

異なった言動を受容できるいじめに向かわ

ない集団づくりに努めること。また、いじめ

が生まれる構造やいじめの加害者の心理を

明らかにしたうえで、いじめに向かわない態

度や力を身に付ける未然防止教育を計画的

に実施すること。 

・ 各学校においては、アンケートや「いじめ

対応セルフチェックシート」、「いじめ緊急対

応マニュアルさ・し・す・せ・そ」等を活用

し、いじめの早期発見や対処の在り方等につ

いて、管理職及び教職員の理解を深めるとと

もに、日常より子ども理解に努め、子どもの

不安や多様な悩みを受け止めること。その際、

複数回のアンケート調査やスクリーニング

等を実施するとともに、スクールカウンセラ

ーやスクールソーシャルワーカー、スクール

ロイヤー等の専門家を活用し、日頃から教育

相談体制の充実を図ること。 

・ 相談窓口の設置等、児童・生徒・保護者が

相談しやすい体制を構築し、その周知を図る

こと。あわせて、府が設置する「ＬＩＮＥ相

談」「すこやか教育相談 24」等の相談窓口の

周知を図ること。 

・ いじめに対して組織的な対応を行う際、関

係児童・生徒への聞き取りや支援体制等の構

築、保護者との連携等について迅速に方針を

決定すること。 

・ いじめへの対応にあたっては、事態の深刻

化を防ぐため、必要に応じて市教育委員会の

学校支援チームや府の緊急支援チームの活

用を図ること。 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染者や濃厚

接触者等となった児童・生徒や障がいのある

児童・生徒、外国にルーツのある児童・生徒、

性的マイノリティ等に係る児童・生徒等に対

して、いじめが行われることのないよう、適

切な支援を行うとともに、保護者との連携、

周囲の児童・生徒に対する必要な指導を組織

的に行うこと。 

 

 

・ インターネット・ＳＮＳを介したいじめに

ついては、児童・生徒の端末や携帯電話等の

利用実態に応じた指導を年間計画に位置付

けるとともに、研修等により教職員が正しい

理解を深め、保護者への啓発にも努めること。 

・ 児童・生徒の端末や携帯電話等の利用に当

たっては、その有用性・危険性を理解させる 

とともに、正しくネットを使い、適切な使用 

時間を守るなど、自ら対処できる力を育成す

ること。  

・ 端末や携帯電話等でのＳＮＳや無料通話ア

（３）いじめへの取組み 

（４）インターネット、ＳＮＳ上のトラブル

への取組み 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1337219.htm
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1337219.htm
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1400142.htm
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1400142.htm
https://www.pref.osaka.lg.jp/jidoseitoshien/ijime/
https://www.pref.osaka.lg.jp/jidoseitoshien/ijime/
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プリ等を介したネット上のトラブルや誹謗

中傷の書き込み、ネット依存等の課題に対し

ては、市作成の「インターネット上のいじめ

対応マニュアル」を活用し、児童・生徒への

指導に加え、保護者への啓発活動等を行うこ

と。また、必要に応じて「大阪の子どもを守

るサイバーネットワーク」と連携し対応する

こと。 

・ 学校での端末や携帯電話等の取扱いについ

ては、「河内長野市立小中学校における携帯

電話の取扱いに関する方針も参考にルール

や方針を定めること。 

 

・ ヤングケアラーについては、本人が家庭の

状況を知られたくない場合、また、やりがい

を感じている場合や本人や家族が支援を必

要と考えていない場合等、状況が様々であり、

日頃からの子どもの状況把握に加え、生活等

についてのアンケートを工夫する等、教職員

が早期発見に努めること。 

・ ヤングケアラーを把握した際には、スクー

ルカウンセラー等と協働し、まず本人から丁

寧に話を聞き取ること。支援にあたっては、

スクールソーシャルワーカーと協働し、リス

クに配慮しながら、子どもや家庭にそった支

援につなげること。また、必要に応じて福祉

等関係機関や地域のＮＰＯ等の支援機関と

の連携を図ること。 

 

・ 日々の取組みにおいて、公正公平な態度や

法やきまりの意義を理解し順守する等の規

範意識等、社会的資質を高めるよう働きかけ

る取組みを学習指導と関連付けて推進する

こと。 

・ 暴力行為に対しては、毅然とした指導を行

うとともに、責任の所在を明確にし、加害者

への早期の指導や被害の拡大防止等の対応

を図ること。その際、「５つのレベルに応じ

た問題行動への対応チャート」についても積

極的に活用すること。また、児童・生徒を取

り巻く環境の改善に向け、子ども家庭センタ

ーや警察、少年サポートセンター、市福祉部

局等、関係機関との連携を図ること。 

・ 学級がうまく機能しない等生徒指導上の課

題については、機能的にチーム対応できるよ

う日頃より教職員が相談しやすい関係や雰

囲気を醸成し、教職員同士が支え合い、学び

合う同僚性を高めておくこと。また、児童・

生徒の健全育成を地域で担うという観点か

ら家庭・地域社会との連携を日常的に進めて

おくこと。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）暴力行為等への取組み 

（５）ヤングケアラーへの取組み 

《 参考資料 》 

「生徒指導提要」（令和４年 12 月）文部科学省 

「生徒指導リーフ」（平成 24 年～30 年）国立教育政策研究所 

「不登校に関する調査研究協力者会議報告書～今後の不登校児童生徒への学習機会と支援の在り方

について～」（令和４年６月）不登校に関する調査研究協力者会議 

人権教育リーフレット「情報化社会における子どもの人権」（令和４年３月） 

「ヤングケアラーの早期発見・把握と支援に向けた取組み」（令和３年９月） 

「子どもたちの社会的な自立のために～不登校児童生徒への支援と取組み～」（令和２年４月） 

「子どもを守る被害者救済システム」（令和元年 12 月改定） 

「いじめ対応セルフチェックシート（府内小中学校等におけるいじめ対応について）」（令和元年６月） 

「小学校におけるチーム支援ＳＳＷ活用事例～小学校指導体制支援推進事業の取組みより～」（平成 30

年２月） 

「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」（平成 29 年３月）文部科学省 

「携帯・ネット上のいじめ等への対処方法プログラム（追加資料）」（毎年度） 

https://www.pref.osaka.lg.jp/shochugakko/taiou/taiou.html
https://www.pref.osaka.lg.jp/shochugakko/taiou/taiou.html
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子どもたちが被害者・加害者となる事件・事故、自死などの未然防止に向けた適切な対策や、

新型コロナウイルス感染症に係る子どもたちの不安やストレスの高まりに対するサポートを行う

とともに、自他の生命を大切にする心を育むための総合的な取組みが重要である。 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

 

・ 子どもが相談しやすい体制を構築するとと

もに、アンケートや１人１台端末の活用、ス

クリーニング等を実施し、気になる子どもに

対しては家庭訪問を積極的に行うなどして、

子どもや保護者の状況の把握に努めること。 

・ 児童・生徒に、発達段階に合わせて、自ら

自分の身を守る力やＳＯＳを発信する力を

育成すること。その際、スクールカウンセラ

ー等を活用した授業等について検討するこ

と。 

 

 

・ 「生徒指導提要」等にもあるように、教職

員は児童虐待を発見しやすい立場にあるこ

とを自覚し、児童虐待に対する認識を深める

こと。 

・ 児童虐待については、子どもに対する重大

な人権侵害であることを認識するとともに、

早期発見に努めること。また虐待が疑われる

場合は、「河内長野市児童虐待防止ハンドブ

ック」を活用し、適切に対応すること。 

・ 早期発見の観点から、欠席が継続している

幼児・児童・生徒に対して、定期的な安全確

認を行うこと。また、休業日を除き引き続き

７日欠席した場合は、学校は速やかに市町村

の教育委員会や福祉部局に情報提供又は通

告すること。 

・ 通告後に、保護者からの威圧的な要求等が

ある場合には、組織的に対応するとともに、

速やかに教育委員会に連絡のうえ、ケースに

応じて警察等の関係機関やスクールロイヤ

ー等の専門家と連携して対応すること。 

・ 児童虐待により一時保護後解除された、も

しくは在宅で支援となった子どもについて、

教職員間で日常的に情報共有を行うととも

に、スクールソーシャルワーカーやスクール

カウンセラー等の専門家や福祉機関と連携

して、継続的な支援に努めること。 

・ 要保護児童対策地域協議会において、虐待

ケースとして進行管理台帳に登録されてい

る、もしくは児童相談所が必要と認める児

童・生徒について、１か月に１回以上、書面

（個票）にて情報提供を行うこと。 

・ 進学・転学の際の学校間の情報の引継ぎに

ついては、子ども子育て課や児童相談所と情

報共有し、伝達する内容に漏れがないよう学

校間での引継ぎをすること。その際、引き継

ぐ情報については、個人情報保護の観点から

市の個人情報保護条例等に基づき判断する

こと。 

 

 

・ 個人情報漏洩には、児童・生徒の生命・身

体を脅かす危険性もあることを認識したう

えで、個人情報を含む文書や記録媒体の取扱

いについて、市個人情報保護条例を踏まえて

作成されている指針や取扱い規定等に基づ

き、適正に行うこと。 

・ 個人情報を含む文書や記録媒体の管理・保

子どもたちの生命・身体を守る取組み  ９ 

・ 児童・生徒が不安やストレスを自ら発信できるよう相談窓口の周知の徹底や、心のケア等適
切に対応できるスクールカウンセラー等と連携した相談体制等を整えること。 

・ 児童虐待を受けた、またはその疑いがあると思われる子どもを発見した場合には、確証がな
くても速やかに子ども家庭センター又は市町村児童虐待担当課等へ通告すること。 

（１）相談体制の充実、自ら相談する力の育

成 

（２）児童虐待への対応 

（３）個人情報の適正な取扱い 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1404008_00001.htm
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管に当たっては、管理責任を明確にし、適切

な管理及び保護に組織的に取り組むように

するとともに、各学校の状況を踏まえた実効

性のある個人情報漏洩防止策を講じること。 

・ 行政文書や個人情報の適切な取扱い、管

理・保管についての研修を深め、個人情報保

護の重要性について教職員一人ひとりの意

識の向上を図ること。 

・ 特に特定個人情報（個人番号（マイナンバ

ー）が記載された個人情報）の取扱いについ

ては、関係法令や内閣府特定個人情報保護委

員会の「特定個人情報の適正な取扱いに関す

るガイドライン」を踏まえ、基本方針や要綱

等を策定し、安全管理措置等を講じるなど、

特定個人情報の保護、管理の徹底を行うこと。 

・ 情報通信機器による処理を行うに当たって

は、校内で取扱規定を作成し、ネットワーク

等を通じての情報の漏洩が生じないよう、全

教職員に周知・徹底するとともに、パスワー

ド等により情報を保護するなど、万全のセキ

ュリティ対策を講じること。

 

 

 

 

 

 

  

《参考資料》 

「こども基本法」（令和５年４月施行予定） 

人権教育リーフレット２「子どもの虐待①改訂版」（令和３年３月） 

「子どもたちの輝く未来のために～児童虐待防止のてびき～要点編」（令和元年 12 月） 

「学校・教育委員会等向け虐待対応の手引き」（令和元年５月）文部科学省 

「学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設から市町村又は児童相談所への定期的な情報提

供について」（平成 31 年２月）内閣府、文部科学省、厚生労働省 

「児童虐待防止対策に係る学校等及びその設置者と市町村・児童相談所との連携の強化について」

（平成 31 年２月）内閣府、文部科学省、厚生労働省 

「『児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策』の決定について」（平成 30 年７月） 

文部科学省 

「一時保護等が行われている児童生徒の指導要録に係る適切な対応及び児童虐待防止対策に係る

対応について」（平成 27 年７月）文部科学省 

人権教育リーフレット９「子どもの虐待②」（平成 26 年３月） 

「子どもたちの輝く未来のために～児童虐待防止のてびき～」（平成 23 年３月改訂） 

https://www.ppc.go.jp/legal/policy/
https://www.ppc.go.jp/legal/policy/
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学校教育活動全体を通して保健・安全・衛生管理に関する指導の徹底を図り、食物アレルギー

等に係る事故防止や、熱中症、感染症、食中毒等の予防に努めるとともに、万一の場合の対応が

適切に行える体制を整える必要がある。 

また、依然として、学校における体育活動中の事故が発生している状況を踏まえ、体育の授業

や体育的行事、運動部活動等の体育活動に係る事故防止や熱中症対策に万全を期することが必要

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 各活動場所については、体育活動に適し

た環境の整備を図るとともに、活動内容、

児童・生徒の人数を踏まえ、安全に活動で

きるよう、十分な広さを確保すること。 

・ 技術指導においては、段階を踏んで具体

的に説明し、安全を確認しながら行うこと。 

・ 授業等で使用する機材・用具などは、危

険を予測し、日常的に安全点検を行うこと。

特にゴールやテント等については、確実に

固定すること。 

・ 幼児・児童・生徒に対し、体育活動に伴

う危険性について理解させるとともに、安

全のためのルールやきまりを順守するよう、

徹底すること。 

・ 熱中症を予防するために、こまめに水分

や塩分を補給させ、休息を取らせるととも

に、幼児・児童・生徒への健康観察など健

康管理を徹底すること。その際、「熱中症予

防のための運動指針」等により、活動の中

止や延期、見直し等も含め、適切に対応す

ること。 

・ 屋外での体育活動においては、天候の急

変などによる落雷等に十分注意し、ためら

うことなく計画の変更・中止等の適切な措

置を講ずること。 

・ 万一に備え、迅速な救急処置や関係者へ

の連絡ができる体制を整備すること。  

 

 

・ 中学校の保健体育における体育分野につ

いて、特に「武道」の指導に当たっては、

生徒の技能の段階に応じて行うとともに、

施設や用具等の安全点検を行うなど練習環

境に配慮すること。特に、柔道において、

保健・安全・衛生管理に関する指導の徹底及び学校の 
体育活動中の事故防止等の取組み  10 

・ 学校における体育活動中の事故防止対策等について、必要に応じて見直すとともに、適切な
対応がなされるよう、学校全体で指導の徹底を図ること。 

・ 食物アレルギー対応については、河内長野市委員会が作成した「学校生活における食物アレ
ルギー対応ガイドライン《令和４年度改訂》」」に基づき、校長を責任者として関係者で組織す
る対応委員会等を設置すること。また各校の状況について十分検討したうえで、対応マニュア
ルをあらかじめ策定しておくとともに、常に点検し必要に応じて見直すなど、日頃から事故防
止対策を行うこと。 
なお、マニュアル策定の際には、保護者や主治医との連携を図りつつ、児童・生徒等の状況

に応じたものとすること。加えて、食物アレルギーの既往症がない児童・生徒の初発の事故が
多く発生していることからも、事故は、いつ、どこででも起きるものだと想定し、すべての教
職員が緊急時に対応できるよう、毎年校内研修等を実施すること。 

・ 児童・生徒の熱中症を予防するため、健康観察をはじめ、こまめな水分・塩分補給や、休息
を促すなど、健康管理を徹底すること。その際、「熱中症予防のための運動指針」や「河内長
野市立小中学校熱中症対策ガイドライン」等により、活動の中止や延期、見直し等も含め、適
切に対応すること。 

・ 感染症対策のポイントは、「感染源を絶つ」、「感染経路を絶つ」、「抵抗力を高める」であり、
これらを踏まえた取組みの重要性について、教職員が理解するだけでなく、児童・生徒にも理
解させ、誰もが適切に対策を実施できるようにすること。 

（１）学校の体育活動中の事故防止等の徹底 

（２）武道における安全指導 

https://www.pref.osaka.lg.jp/hokentaiku/hoken/gaidorain.html
https://www.pref.osaka.lg.jp/hokentaiku/hoken/gaidorain.html
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受け身を安全にできるよう十分な指導を行

い、また、安全な活動を確保するためのル

ールやきまり等が確実に励行されるように

すること。 

 

 

・ 学校給食の実施においては、学校給食法第

９条で定める「学校給食衛生管理基準」に基

づき、適切な衛生管理を行い、食中毒の発生

を防止すること。 

また、「小中学校における新型コロナウイ

ルス感染症対策マニュアル」に基づき、新型

コロナウイルス感染症の感染及び拡大予防

に努めること。 

 

 

・ 食に関する指導に当たっては、児童・生徒

の実態を踏まえて指導の内容、方法、指標等

を決定し実施していくこと。そのためには、

学校で食に関する指導の全体計画及び推進

するための校内体制を必要に応じて見直し、

学校教育活動全体を通じて実施すること。と

りわけ、栄養教諭配置校においては、栄養教

諭を中心とした組織的な取組みを推進する

こと。 

・ 学校・家庭・地域が連携した取組みを推進

するとともに、全教職員が連携・協力し、望

ましい食習慣の形成に結びつく実践的な態

度や食物を大事にする心などの育成を図る

こと。 

・ 食育の評価を、学校教育自己診断等を活用

して行い、食育の推進体制や指導内容の改善

を図ること。加えて、栄養教諭等が関わる食

に関する指導を通して、児童・生徒の食に関

する課題改善に取り組むこと。 

 

 

・ 「学校保健安全法」に基づき、学校保健計

画を策定すること。策定に当たっては、学校

の状況や前年度の学校保健の取組み状況等

を踏まえ、具体的な実施計画とすること。 

 

 

 

・ 大麻・覚醒剤等の薬物乱用防止教育につい

ては、学校保健計画の中に位置付け、喫煙・

飲酒とともに、指導計画を策定し、保護者へ

の啓発を含め、学校教育活動全体を通じて取

り組むこと。また、薬剤師会、警察、保護司

会等の関係機関と連携を取り、非行防止・薬

物乱用防止教室を学校保健計画に位置付け

ること。 

・ 中学校においては、学校薬剤師よる薬物乱

用防止教室を年１回以上開催するとともに、

「大阪府薬物の濫用の防止に関する条例」を

踏まえ、「危険ドラッグ」の危険性について

も理解させること。 

・ 「医薬品等の正しい使い方」についても取

り扱うこと。 

 

 

・ 性に関する指導を通じて、子どもたちが性

に関する課題に適切に対応できるよう、正し

い知識を身に付けるだけでなく、自ら考え適

切な意思決定と行動選択ができる力や、自己

や他者を認め尊重する態度の育成が重要で

あることから、府教育委員会が作成した資料

等を積極的に活用するなどし、指導の充実を

図ること。 

・ 性に関する指導及びエイズ教育を推進する

際には、児童・生徒の発達段階を踏まえ、ジ

ェンダー平等の視点や「性の多様性」につい

て教職員が理解し、実態に応じた指導が必要

であることから、全教職員の共通理解のもと

校内体制を整えるとともに、保護者の理解を

得て集団指導と個別指導を効果的に組み合

わせ、指導の充実を図ること。 

 

 

・ 望ましい食習慣の形成をはじめ、就寝・起

床時間等、子どもたちの生活リズムの確立・

向上に向けた取組みの推進が必要なことか

ら、学校・家庭・地域及び関係機関が連携し

て、児童・生徒の生活習慣の確立に向け取り

（３）学校給食における衛生管理の徹底 

（４）食育の推進 

（５）学校保健計画の策定 

（６）喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育の充実 

（７）性に関する指導の充実 

（８）生活習慣の確立 

https://www.pref.osaka.lg.jp/kyoikusomu/homepage/kyoiku_kannsensho.html
https://www.pref.osaka.lg.jp/kyoikusomu/homepage/kyoiku_kannsensho.html
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=333AC0000000056
https://www.pref.osaka.lg.jp/yakumu/idorajorei/index.html
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組むこと。 

 

 

・ 児童・生徒の健康管理等については、保護

者・学校三師（学校医、学校歯科医、学校薬

剤師）・地域の関係機関等と十分な連携を図

るとともに、健康の保持増進に必要な資質や

能力を児童・生徒に育成することができるよ

う、年に１回以上、委員に保護者を含む学校

保健委員会を開催し、その活用を図ること。 

 

 

・ 「学校環境衛生基準」に基づき、児童・

生徒にとって安全で快適な教育環境が確保

されるよう適切な維持管理を図るとともに、

適切に検査結果を保管すること。 

 

 

 

 

 

・ がん教育については、中学校学習指導要領 

において取り扱うことが明示され、多様な指

導方法の工夫が求められており、子どもの頃

よりがんに対する関心をより深め、生涯の健

康に大切な知識や方法を身につけることを

目的とし、中学校において、医療機関の参画

によるがん教育を実施すること。 

 

 

 

・ 万一の心肺停止に備え、すべての教職員が

ＡＥＤの使用を含めた心肺蘇生法を実施で

きる体制を整えるとともに、その際、「死戦

期呼吸」についても周知すること。 

・ 中学校においては、学習指導要領に基づき、

心肺蘇生法などの実習を行うこと。 

 

 

  

（９）学校保健委員会の開催 

（10）安全・快適な教育環境の確保 

（12）ＡＥＤ使用を含めた心肺蘇生実施体制

の整備 

（11）がん教育 

《参考資料》 

「学校管理下における熱中症事故の防止について」（令和４年８月） 

「大麻乱用防止に向けた啓発資料（チラシ）の活用について」（令和４年７月） 

「薬害を学ぼう」（令和４年６月改訂）厚生労働省 

「熱中症事故防止の徹底について」（令和４年６月） 

「水泳等の事故防止について」（令和４年５月・スポーツ庁） 

「学校における食物アレルギー対応ガイドライン≪令和３年度改訂≫」（令和４年３月） 

「大麻等薬物乱用防止教育の更なる充実について」（令和４年３月） 

「学校における体育活動中の事故防止及び体罰・ハラスメントの根絶について」 

（令和４年２月）スポーツ庁 

「『学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き』の活用について」（令和３年６月） 

中学生用食育教材「「食」の探究と社会への広がり」（令和３年３月） 

文部科学省「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適正配置に関するガイドラインの補訂について」 

（令和２年６月） 

「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン≪令和元年度改訂≫」（令和２年３月） 

日本学校保健会 

「保健体育科における武道の安全管理の徹底について」（令和２年３月）スポーツ庁 

「食に関する指導の手引－第二次改訂版－」（平成 31 年３月）文部科学省 

「一人ひとりの生と性 ～『性に関する指導』について～」（平成 31 年２月） 

「大阪府部活動の在り方に関する方針」（平成 31 年２月） 

「落雷事故の防止について」（平成 30 年７月）文部科学省 

「学校環境衛生基準の一部改正について（通知）」（平成 30 年４月）文部科学省 

「学校において予防すべき感染症の解説」（平成 30 年３月）日本学校保健会 

「第３次大阪府食育推進計画『おおさか・元気な食』プラン」（平成 30 年３月） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/hoken/__icsFiles/afieldfile/2018/05/28/1403737_02_1.pdf
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子どもの体力・運動能力は改善傾向にあるものの、「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」に

おいて、依然として下位段階にある児童・生徒の割合が高い状況にあることから、引き続き子ど

もの体力・運動能力、運動習慣等の実態を分析し、その結果を踏まえて、学校全体で授業等の工

夫・改善を推進するなど体力向上に向けた取組みを進める必要がある。 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 策定した「体力向上計画書」を基に、ＰＤ

ＣＡサイクルに基づく体力づくりをより一

層進めること。 

・ 「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」

の結果を踏まえて、体力向上に向けた取組み

を検証し、改善を図ること。 

・ 自分の目標を持つこと、自分の成長を感じ

ることをねらいとし、１人１台学習者用端末

を使った「パーソナルデータ」等を活用し、

自分の運動能力の伸びを実感しながら、体力

向上に向けての意欲を向上させること。 

・ 固定遊具を利用した運動遊びの紹介や、休

憩時間を使った体育的イベントの実施など、

体育授業以外に運動時間を確保する等、児童

が運動に親しむ機会の確保に努めること。 

・ 府教育委員会が作成した小学校教員向け動

画教材や「体育の授業がかわる！簡単プログ

ラム」「めっちゃぐんぐん体力アップハンド

ブック」などの資料、「元気アッププロジェ

クト事業」を積極的に活用し、学校全体で体

育活動の活性化をめざすとともに、児童・生

徒の運動習慣の確立に努めること。 

 

 

・ 基本的な生活習慣の乱れ、生活習慣病の兆

候、心の健康問題、感染症やアレルギー疾患

等による幼児・児童・生徒の健康に関わる課

題解決を図るため、「健康３原則（調和の取

れた食事、適切な運動、十分な休養・睡眠）」

の理念に基づき、幼児・児童・生徒が自ら健

康を保持増進していくことができる実践力

を身に付けるための健康教育の充実を図る

こと。 

・ 健康教育及び体力づくりの全体計画、年間

指導計画の作成に当たっては、体育・保健体

育の学習を中心として、生活科、総合的な学

習の時間や特別活動との関連を図るなど学

校教育全体で推進するとともに、家庭や地域

との連携を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

  

体力づくりの取組み  11 

・ 学校における体育活動を活性化する取組みや地域・家庭でスポーツ活動に親しむ機会を増や
すことにより、児童・生徒の運動習慣を育み、体力づくりを図ること。 

・ すべての児童・生徒の体力状況を正確に把握・分析するとともに、学校全体で授業等の工夫・
改善を行い、体力づくりを推進すること。 

（１）体力づくりの推進 （２）健康教育の充実 

https://www.pref.osaka.lg.jp/hokentaiku/kyougisupo-tutop/tairyokukoujyoujisse.html
https://www.pref.osaka.lg.jp/hokentaiku/kyougisupo-tutop/tairyokukoujyoujisse.html
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各校において生徒の自主的、自発的な参加により行われる部活動については、生徒にとって望

ましい環境の構築や心身の成長を促すという観点に立ち、地域、学校、分野・活動目的等に応じ

た地域との連携・協働、地域移行等、多様な形で実施されることが必要である。 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 部活動指導に当たっては、府教育委員会の

通知及び中学校学習指導要領の内容を踏ま

え、学校教育活動の一環として教育課程との

連携を図ること。 

・ 「河内長野市中学校における部活動のあり

方に関するガイドライン」等に則り、休養日

を設ける等、適切に運営すること。また、地

域や学校の実情に応じて学校間の連携や部

活動指導員等の活用により活動の充実を図

るなど、運営上の工夫を行うこと。 

・ 休日の学校部活動の段階的な地域移行に向

け、部活動に係る教員と地域人材との円滑な

連携を図ること。 

 

 

 

 

 

 

【第２章関連事項】 

 

 

・ 各中学校区の「つながりアップ・カリキュ

ラム」に基づき、ふるさと学を実施すること。

実施については、小５から中１までの各６時

間、計１８時間で、オリジナル副教材「かわ

ちながの物語」を活用すること。また、本市

郷土歴史学習施設の積極的な活用および、市

職員による強度・歴史学習出前授業等の活用

により、地域の教育資源を活用した発展的・ 

体験的学習に結び付く取組みに努めること。 

 

 

 

・ ふるさと河内長野作文・川柳コンクールや、

モックル年賀はがきコンクール、市職員によ

る郷土・歴史学習等を活用した取組み等を通

じて、ふるさと河内長野に愛着を持ち、ふる

さとを誇りに思う児童・生徒の育成に努める

こと。 

 

 

 

  

子どもの自主性を尊重した部活動の取組み  12 

・ 各校において生徒の自主的、自発的な参加により行われる部活動については、生徒や指導す
る教員にとって望ましい環境を構築するという観点に立ち、生徒のバランスのとれた心身の成
長を促すとともに、教員の長時間勤務の解消等も考慮し、地域、学校の実情・活動目的や競技
種目等に応じた多様な形で最適に実施されることが必要である。 

（１）部活動の取組み 

（１）伝統文化等に関する教育の推進 
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急激に変化する時代の中で、一人ひとりの児童・生徒が、多様な人々と協働しながら様々な社

会的変化を乗り越え、豊かな人生を切り拓き、持続可能な社会の創り手となることができるよう、

実社会とのつながりを意識した小中高一貫したキャリア教育を推進することが重要である。 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 児童・生徒が目標を持ち、学ぶことと自己

の将来とのつながりを見通しながら、主体的

に進路を選択・決定できるようにすること。 

・ 「わくわく・どきどきＳＤＧｓジュニアプ

ロジェクト」の「アイデアミーティング」や

「ＳＤＧｓジュニアフォーラム」などの取組

みを参考に、企業やＮＰＯ等地域で働く方々

と連携し、ともに地域の課題解決に向かう取

組みや、職業講話、職場体験等、実社会との

つながりを感じられる体験的活動を通じて、

児童・生徒が働くことの意義や目的を理解で

きるように創意工夫を図ること。 

・ 一人ひとりの生徒の夢や目標等を丁寧に把

握し、進学や就職に関する情報や資料を収

集・提供し、適切なアドバイスや支援に努め

ること。 

・ 進路未定者の減少に向けた取組みを進める

こと。また、キャリア教育を通して難しいこ

とにも挑戦することや、粘り強く取り組むこ

との大切さを伝えるとともに、高等学校等や

関係機関と連携し、中途退学を防ぐために、

追指導に努めること。 

・ 進路指導事務に関する書類の作成に当たっ

ては、組織的な校内進路指導体制のもと、す

べての教職員が相互に緊密な連携を図り、適

正な事務処理を行うこと。 

 

 

・ 障がいのある生徒の卒業後の進路について

は、高等学校や支援学校で「ともに学び、と

もに育つ」教育を推進しており、さらには、

「高等学校における通級指導教室」「知的障

がい生徒自立支援コース」、「共生推進教室」

及び「職業学科を設置する知的障がい高等支

援学校」等の多様な選択肢があることが生

徒・保護者に十分に伝わるよう、できるだけ

早期に様々な機会を通じて、情報提供を行う

こと。 

・ 障がいのある生徒の進路指導については、

管理職を中心とする校内体制の中で、進路指

導担当者と学級担任等が十分に連携し、学校

全体で対応すること。 

 

 

 

・ 当該児童・生徒の入国歴や家庭での使用言

語などの生活背景を把握するとともに、ＤＬ

Ａ等により測定した日本語能力に応じて個

別の指導計画を作成し、「特別の教育課程」

を実施すること。 

・ 当該児童・生徒及び保護者に対して、学習

や進路等に関する適切な情報提供に努める

こと。その際、府教育庁Ｗｅｂページ「帰国・

渡日児童生徒学校生活サポート」の「学校生

活サポート」や「多言語版家庭学習教材」「進

路選択のために」等を活用すること。 

・ 高等学校等への進学に関して、入学者選抜

制度や受験上の配慮事項、申請手続き等、丁

寧な説明をすること。その際、各地区の「多

言語進路ガイダンス」を周知するとともに、

参加を働きかけること。 

・ 当該生徒の在留資格が「家族滞在」の場合、

 自主性・自立性を育成するキャリア教育・進路指導の推進  13 

・ 校種間の引継ぎにあたっては、キャリア・パスポートを有効に活用し、中学校区で子どもの
変容を共有すること。 

・ 調査書等進路指導に関する書類の作成にあたっては、組織的な体制のもと適切に行うこと。 

（１）キャリア教育・進路指導の充実 

（２）障がいのある生徒の進路指導の充実 

（３）日本語指導が必要な児童・生徒の進路

指導の充実〔一部再掲〕 
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奨学金の受給や就職、週 28 時間を超えたア

ルバイトができない等の制限がある旨を教

職員に十分認識させること。 

・ 高等学校卒業後、日本で就職を希望する外

国籍の生徒のうち、在留資格が「家族滞在」

である者が「定住者」または「特定活動」へ

変更が認められることについて、「高等学校

等卒業後に本邦で就職を希望する外国籍を

有する者の在留資格の取扱いの変更につい

て」等を参考にするなど、国の動きを踏まえ、

適切に最新の情報を提供すること。 

 

 

 

 

 

・ 生徒が経済的理由により高校・大学進学等

を断念することなく、自らの能力や適性等に

合った進路を主体的に選択できるよう、教職

員自らが奨学金制度等の理解に努めるよう

指導すること。 

・ 奨学金等の活用や進路に関する情報交流等

について、市の奨学金相談窓口・関係機関と

の連携に努めるよう指導すること。生徒及び

保護者に対して、奨学金制度の趣旨や目的等

について十分理解させるとともに、将来返還

する意義と責任等についても自覚させるよ

う指導すること。

 

 

  

（４）奨学金制度等の周知・活用 

《参考資料》 

「奨学金等指導資料」（令和５年４月更新予定） 

「自立活動ハンドブック（中学校版）」（令和４年３月） 

「進路指導のための資料」（毎年度） 

「2025 年日本国際博覧会協会教育プログラム」（令和２年９月） 

「高等学校等卒業後に本邦で就職を希望する外国籍を有する者の在留資格の取扱いの変更につい

て」（令和２年３月）文部科学省 

大阪府公立高等学校支援学校検索ナビ「咲くナビ」 https://www.schoolnavi.osaka-c.ed.jp/ 

「大阪府版キャリア・パスポート」（令和２年１月） 

「大阪府キャリア教育リーフレット②キャリア教育の充実に向けて－キャリア・パスポートの活用

－」（令和２年１月） 

「大阪府キャリア教育リーフレット①キャリア教育を充実させるために」（平成 31 年３月） 

「学校における進路指導について」（平成 30 年５月） 

「進路選択に向けて」（多言語版、毎年度） 

https://www.pref.osaka.lg.jp/shochugakko/kikokutoniti-sapo/index.html 

「多言語による学校生活サポート情報」（平成 13 年３月～） 

https://www.pref.osaka.lg.jp/shochugakko/kikokutoniti-sapo/index.html 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/004/1415154_00001.htm
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/004/1415154_00001.htm
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/004/1415154_00001.htm
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/004/1415154_00001.htm
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予測困難な社会の変化に主体的に関わり、課題をみつけ、解決していこうとする力を育むため、

探究的な学習の推進に取り組むことが必要である。 

 

 

【取組み項目】 

 

・ 

・ 生活や社会における課題等を追究・解決す

る活動においては、見学や調査等、人々や社

会と関わる体験活動を積極的に取り入れ、社

会の一員であることを実感できるよう活動

を工夫すること。 

・ 探究的な学習活動においては、児童・生徒

が多様な情報を活用し、異なる視点で意見を

交流して互いの考えを深めるなど、協働して

取り組む学習活動となるよう工夫して指導

すること。 

 

 

・ 主体的に社会に参画する意識を醸成するた

めに、児童・生徒が学級や学校の課題を見 

いだし、よりよく解決するため話し合って合

意形成を図るような活動を充実させること。

また主体的に組織をつくり役割分担して協

力し合うなど、学級活動や、児童会・生徒会・

委員会活動等を通じて子どもの自主活動を

推進すること。 

・ 子どもたちがよりよい社会をめざし、身近

な家族から、学校、地域へと、自分と社会と

の関わりを広げながら学習や経験を積み重

ね、主体的に社会に参画する力の基盤が身に

つけられるよう、主権者教育の充実を図るこ

と。その際、府が作成した「民主主義など社

会のしくみについての教育」の活用に努める

こと。 

 

・ 生活科や総合的な学習の時間、特別活動を

はじめ、各教科等、学校の教育活動全体を通

して体験活動の充実を図ること。 

・ 体験活動にあたっては、子どもたちが主体

的に取り組むことのできる活動を工夫する

こと。また地域の教材を積極的に活用すると

ともに、地域の課題に取り組んでいるＮＰＯ

法人や企業等と連携し、体験を通じての学び

に努めること。 

・ 学校で動物を飼育している場合は、日本初

等理科教育研究会発行「学校における望まし

い動物飼育のあり方」等を活用し、獣医師と

連携して適切な飼育を行うこと。 

 

 

・ 各教科や総合的な学習の時間、特別活動を

通じて、環境教育を推進すること。その際、

地球規模で生じている環境問題や持続可能

な社会の実現について、子どもたち一人ひと

りが自分事として捉え、主体的に行動するた

めの意欲や態度を育むこと。そのために、身

近な地域の課題について考えることができ

るよう、地域や関係機関と連携し、環境教育

の充実を図ること。 

 

 

・ すくすくウォッチにおける教科横断型問題

「わくわく問題」を活用し、児童・生徒に学

びが社会とつながる実感や、探究したことを

実際の生活に役立てる意識をもたせること。

その際、「すくすくウォッチ指導参考資料」

等も参考に、課題に対する具体的な解決方法

を話し合ったり考えたりするなど、身近な問

題から現代社会の諸問題について、探究的な

学習を行うこと。 

（４）環境教育の充実 

（５）すくすくウォッチ「わくわく問題」の

活用 

 社会とつながる学習活動の推進  14 

・ 子どもたちが、生活や社会における課題を見出し、自分たちにできることを多様な人々とつ
ながりながら考え、行動する力を養うことができるよう、探求的な学習活動を取り入れること。 

 

（１）探究的な学習の充実 

 

（２）主体的に社会に参画する力を育む指導

の充実 

（３）体験活動の充実 

https://www.pref.osaka.lg.jp/shochugakko/minsyusyugi/index.html
https://www.pref.osaka.lg.jp/shochugakko/minsyusyugi/index.html
https://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/06121213/001.pdf#search=%27%E5%AD%A6%E6%A0%A1%E3%81%AB%E3%81%8A%E3%81%91%E3%82%8B%E6%9C%9B%E3%81%BE%E3%81%97%E3%81%84%E5%8B%95%E7%89%A9%E9%A3%BC%E8%82%B2%E3%81%AE%E3%81%82%E3%82%8A%E6%96%B9%27
https://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/06121213/001.pdf#search=%27%E5%AD%A6%E6%A0%A1%E3%81%AB%E3%81%8A%E3%81%91%E3%82%8B%E6%9C%9B%E3%81%BE%E3%81%97%E3%81%84%E5%8B%95%E7%89%A9%E9%A3%BC%E8%82%B2%E3%81%AE%E3%81%82%E3%82%8A%E6%96%B9%27
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大阪の子どもたちをめぐる様々な現状に対する支援については、スクールカウンセラーやスク

ールソーシャルワーカー、スクールロイヤー等の専門家や福祉機関、地域関係機関等との連携を

図ることが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

・ 相談室での個別面談のみならず、ケース会

議におけるコンサルテーションやスクリー

ニング等の早期対応への関わり、児童・生徒

へのいじめ防止教育やＳＯＳの出し方教育

を含む自殺などの予防教育等の支援をスク

ールカウンセラーが行うよう各校での連携

を進めること。また、生徒指導に関する会議

やいじめ不登校対策委員会への出席、校内や

校区のケース会議への参加や、専門性を活か

した教職員への助言等についてスクールカ

ウンセラーが担うよう各校での連携を進め

ること。 

 

 

・ ケース会議等における事前の情報整理や、

福祉的視点による見立てや支援をスクール

ソーシャルワーカーが行うよう各校での連

携を進めること。その際、必要に応じて、ス

クールソーシャルワーカーと協力しながら

関係機関との調整や働き掛け等を行うこと。

また、日頃より地域リソースの開拓等支援ネ

ットワークの構築についてスクールソーシ

ャルワーカーとの協業を図ること。 

 

・ 学校が直面している事案の中で、子どもの

最善の利益を踏まえた法的な見地からの助

言や、深刻化防止に関わる法的な相談につい

ては、府のスクールロイヤーを積極的に活用

すること。また、教職員対象の研修、児童・

生徒を対象とした法的な観点でのいじめ防

止教室を実施する場合等に活用すること。 

 

 

・ 各学校においては、スクリーニングなどに

より収集した情報や生徒指導上の課題につ

いて、早期の段階からスクールカウンセラー

やスクールソーシャルワーカー等専門家に

よる見立てを深め、多様なプランニングにつ

なげること。また、深刻化する前に市教育委

員会に報告し、連携して対応にあたること。 

・ 地域リソースの情報を各学校で共有すると

ともに、地域リソースとの連携が必要となる

支援の場面や方法等について専門家との連

絡会等において深めるよう努めること。 

 

 

・ 警察との連携にあたっては、学校・警察相

 自主性・自立性を育成するキャリア教育・進路指導の推進  14 17  子どもたちの安全・安心を支えるための多職種連携  15 

・ 児童・生徒の状況把握にあたっては、アンケートや１人１台学習者用端末の活用、スクリー
ニング等を実施するなどし、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等、専門家
との協働により、きめ細かな実態把握に努めること。 

・ 具体的な支援に取り組むにあたっては、ケース会議等において専門家と共に多角的に見立て
を深めること。そのうえで、校内組織において役割分担を明確にして、支援に向けた方針を立
てるとともに、必要に応じて支援計画の見直しを図ること。 

・ 児童・生徒の支援にあたっては、子どもや保護者のニーズを含めた見立てに基づき、必要に
応じて福祉等関係機関や地域のＮＰＯ等の支援機関との連携を行い、定期的に状況把握に基づ
いた支援方法の見直しを図ること。 

・ 児童・生徒のニーズに応じた支援につなげるため、スクールソーシャルワーカー等を活用し、
日常的に地域リソースを把握し、各機関との連絡方法等を確認するなど支援体制の構築を行っ
ておくこと。 

（１）スクールカウンセラーについて 

（５）関係機関について 

（２）スクールソーシャルワーカーについて 

（３）スクールロイヤーについて 

（４）多職種連携について 
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互連絡制度等を活用し、必要に応じて情報交

換や相談等を行い、児童・生徒の非行の未然

防止や生徒指導事案の深刻化を防ぐこと。 

・ 医療との連携が必要な場合は、スクールカ

ウンセラー、スクールソーシャルワーカー等、

専門家と協力しながら、児童・生徒の健康・

安全面に配慮しながら支援を進めること。 

・ 子どもの支援のための連携先として把握し

たＮＰＯや子ども食堂等の支援機関につい

ては、地域で子どもの見守りが進むよう連携

を図ること。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《参考資料》 

「生徒指導提要」（令和４年 12月）文部科学省 

「ヤングケアラーの早期発見・把握と支援に向けた取組み」（令和３年９月） 

人権教育リーフレット２「子どもの虐待①改訂版」（令和３年３月）  

「大阪府子ども総合計画（第二次大阪府子どもの貧困対策計画）」（令和２年３月） 

「子どもたちの輝く未来のために～児童虐待防止のてびき～要点編」（令和元年 12 月） 

「学校・教育委員会等向け虐待対応の手引き」（令和元年５月）文部科学省 

「学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設から市町村又は児童相談所への定期的な情

報提供について」（平成 31 年２月）内閣府、文部科学省、厚生労働省 

「児童虐待防止対策に係る学校等及びその設置者と市町村・児童相談所との連携の強化につい

て」（平成 31 年２月）内閣府、文部科学省、厚生労働省 

「『児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策』の決定について」（平成 30 年７月）文部

科学省 

「一時保護等が行われている児童生徒の指導要録に係る適切な対応及び児童虐待防止対策に

係る対応について」（平成 27年７月）文部科学省 

人権教育リーフレット９「子どもの虐待②」（平成 26年３月） 

「子どもたちの輝く未来のために～児童虐待防止のてびき～」（平成 23 年３月改訂） 
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子どもたちの学びや成長を支えるため、地域と学校園が連携・協働して行う「教育コミュニティ

づくり」をより一層推進することが必要である。 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ これまでの成果を踏まえ、学校支援活動や

おおさか元気広場、家庭教育支援など、地域

の実態に応じた取組みの継続と充実を図り、

活性化に努めること。 

・ 地域と学校が連携・協働する体制づくりを

より一層推進するため学校運営協議会等を

活用した学校運営体制の充実に努めること。 

 

 

 

・ 学校、ＰＴＡ、地域の住民や地域で活動す

る団体等が、主体的に教育コミュニティづく

りに参画することができるよう努めること。 

・ すべての学校区で、学校支援ボランティア

等の仕組みを活用して、保護者や地域の人が

学校における教育活動や様々な活動に参加

してくれる環境づくりを促進し、地域ととも

にある学校づくりを進めること。 

 

 

 

・ 「地域とともにある学校づくり」の視点か

ら、学校運営協議会における協議内容を踏ま

え、学校運営のさらなる充実を図ること。 

・ 適切かつ多様な委員の人選や委員の当事者

意識を高める工夫等を行い、当該組織の活性

化に努めること。 

  

教育コミュニティづくりの推進  16 

・ 教育コミュニティづくりの推進に当たっては、学校や地域の実態等に応じた取組みの継続と
充実を図ること。 

・ 社会に開かれた教育課程の実現に向けて、学校運営協議会において各校の課題に応じて協議
し、地域とともにある学校運営体制のさらなる充実を図ること。 

（１）教育コミュニティづくりの活性化 

（２）教育コミュニティづくりへの主体的な

参画促進 

（３）地域とともにある学校づくりに係る組

織のさらなる充実 
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第５章 力と熱意を備えた教員と学校組織づくり 
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各学校の特色や状況を踏まえつつ長時間勤務の縮減に向けた取組みを進め、教職員の在校等時

間管理及び健康管理を徹底するとともに、教職員一人ひとりの意識改革を推進するなど、教職員

の「働き方改革」に取り組むことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】

 

 

・ 教職員の在校等時間管理については、関係

法令及び規則に基づき、適切に行うこと。 

・ 教職員に時間外又は休日勤務を命じる場合

には、法令その他の規則等（特に教育職員に

あっては給特法第７条に基づく業務量の適

切な管理等に関する指針、事務職員にあって

は労働基準法第 36 条）に基づき、適切に行

うこと。 

・ 各校の特色や状況に応じた長時間勤務の縮

減に向けた取組みを適切に行うこと。 

 

 

・ 休憩時間を取得しやすい環境づくりに努め

ること。また、校長は休憩時間を明示し当該

時間に取得できない場合には、他の時間帯に

与えるなど、適切な対応をとること。 

 

 

・ 労働安全衛生法令に基づき、教職員の健康

の保持増進と快適な職場環境形成の観点か

ら、安全衛生委員会等の活性化のほか、職員

の意見を聴くための機会を設けるなど、労働

安全衛生管理体制をより充実させること。 

・ 労働安全衛生法及び労働安全衛生規則に基

づき、教職員の勤務時間を客観的な方法等に

より把握し、時間外在校等時間が月 80 時間

を超えた職員については、本人及び市教育委

員会を通じた産業医への情報提供や面接指

導等を適切に行うこと。 

・ ストレスチェックを適切に実施するために、

その趣旨である「メンタルヘルス不調の一次

予防の強化」と「集団分析による職場環境改

善」（実施する場合）について職員に周知し、

ストレスチェックの受検推奨に努めること 

・ 教職員の心身の健康増進・メンタルヘルス

の予防のために、公立学校共済組合大阪支部

が設置している「大阪メンタルヘルス総合セ

ンター」における相談事業（セルフケア・ラ

インケア）、研修事業及び復職支援事業を積

極的に活用すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 自主性・自立性を育成するキャリア教育・進路指導の推進  14  17 働き方改革 
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＜ポイント＞ 
○ 学校の業務改善方針や計画の策定 
○ 適正な在校等時間管理の徹底 
○ 会議等の縮減 
○ 校長のマネジメント 
○ 外部人材の活用 
○ 「全校一斉退庁」「ノークラブデー」等の徹底 
○ グループウェア等を活用した校務運営の効率化 
○ 外部機関等との協力 

（１）在校等時間管理について 

（２）休憩時間について 

（３）労働安全衛生体制の充実 
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グローバル化や情報化の進展により、教育を巡る状況の変化も速度を増している中で、「大阪府

教員等研修計画」に基づき、高度な専門職として新たな知識・技能の習得に継続的に取り組んで

いく必要が高まっている。特に、教職員の人権研修を充実させ、すべての教職員に、より確かな

人権意識を身に付けさせることが重要である。また、児童・生徒の情報活用能力の育成や「主体

的・対話的で深い学び」の実現に向け、ＩＣＴの効果的な活用に係る研修等により、すべての教

職員のＩＣＴ活用指導力を向上させる必要がある。加えて、管理職自らが自身の資質・能力の向

上を図りながら、次代の管理職・ミドルリーダーの育成を進めることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 教職員が教育に携わる公務員としての責務

を自覚し、府民の信頼に応えられるよう、児

童・生徒に敬愛される豊かな人間性を培うこ

と。 

・ 社会の変化に対応するための知識・技能や

国際社会で必要とされる資質・能力等の向上

を図るよう努めること。 

・ 教職員が研修等を通じて自らの人権感覚を

高め、人権問題を正しく理解するとともに、

差別を許さない姿勢を身に付けること。 

 

 

・ すべての教職員が、法令等の遵守など教育

公務員としての自覚を一層高めるため、校内

研修等の充実を図ること。 

・ 教職員が日々の研究と修養に努めるととも

に、相互に資質を高め合う職場環境づくりに

努め、指導力の向上を図ること。 

 

 

・ 若手教職員の学校運営への参画を促進し、

首席・指導教諭等・将来の管理職やミドルリ

ーダーとなる教職員の養成に努めること。 

 

・ 府教育センターの研修や校内研修等を効果

的に活用し、継続的な人材育成に取り組むこ

と。 

・ 校内研修においては、府教育センター等で

実施する研修等を受講した教職員に、その内

容を実践させたり、積極的に研修会の講師と

して活用すること等により、学校全体の教育

活動に還元するよう努めること。また、指導

教諭や社会人講師等を有効に活用すること。 

・ 長期自主研修支援制度等を利用した自主的

な研修においても、その目的と、研修後の成

果が教育活動に還元されていることが保護

者等に理解されるよう努めること。 

教職員の資質・能力の向上 
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・ 「大阪府教員等研修計画」の周知と活用を進め、初任期からミドルリーダー・次代の管理職
に至るまで、系統的に育成すること。その際、校内研修はもとより、あらゆる機会を活用し、
教職員に求められる基礎的素養である人権感覚や人権意識の育成に努めること。また、「教員
キャリアアップシート」を活用し、計画的に研修を受講させる等、教員一人ひとりに応じた研
修計画を立てること。 

・ 生徒指導、授業づくりなど校外研修で学んだ理論を校内で実践することをはじめ、首席や指
導教諭等を活用した、日常的なＯＪＴの推進に努めること。 

・ 府教育センター、市教育委員会実施のＩＣＴ活用に係る研修等を活用し、校内において好事
例を共有するなど、すべての教職員のＩＣＴ活用指導力の向上を図ること。 

・ 首席・指導教諭等については、学校や地域の実情に応じ、その有効活用を図ること。 
・ 「小・中学校リーディング・ティーチャー養成研修」等の府教育センターの研修や市教育委

員会・校長会主催「リーダー研修」等を活用し、校内において学校組織マネジメントの経験を
積ませるなど、次代の管理職の養成に努めること。 

（１）教職員の豊かな人間性 

（２）教職員相互に高め合う職場環境づくり 

（３）若手教職員の育成 

（４）研修成果の還元 

https://www.pref.osaka.lg.jp/kotogakko/kyousyokuinsisitu/kensyukeikaku.html
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・ 国や府における新たな動きや学習指導要領

の趣旨、各学校の課題等を踏まえ、明確な研

修目標を設定し、計画的に実施することによ

り、研修の充実を図ること。 

・ 初任者をはじめとする教職経験年数の少な

い教員の育成に当たっては、「大阪府教員等

研修計画」や「初任者等育成プログラム」を

踏まえて、学校との連携を十分に図りながら

その体制づくりを行い、組織的・継続的な育

成に努めること。 

・ 教職経験年数の少ない教員については、そ

れぞれの課題に応じ、適切な個別支援を行う

とともに、「自己評価シート」等を活用して

計画的に研修を実施すること。また、子ども

に寄り添い向き合う学習指導や生徒指導等

ができるなど、公教育に携わる者としての資

質向上を図ること。 

 

・ 計画的な研修の実施等に加えて、日常的な

ＯＪＴを推進することにより、教職員全体の

指導力向上に努めること。その際、教職経験

年数の少ない教員の育成については、メンタ

リングを活用するなど学校全体でチームと

して取り組むこと。 

・ 教職員の指導力向上の取組みを進めるに当

たっては、府教育委員会作成の資料、府教育

センターのカリキュラムＮＡＶｉプラザに

よる学校支援等を積極的かつ効果的に活用

すること。 

 

・ 女性教職員が校務の要や首席・指導教諭等、

将来の管理職等を担えるよう計画的な人材

育成に努めること。 

 

 

・ 「教職員の評価・育成システム」の円滑な

実施により教職員の意欲・資質・能力の向上

と学校の活性化に努めること。 

・  校長は、日頃から全教職員の職務遂行状況

の的確な把握・記録と日々の指導助言に努め

るとともに、評価に当たっては、寛大化・中

心化等に留意し、評価基準に照らして適正に

行うこと。また、授業を行う教員の評価は、

生徒又は保護者による授業アンケートの結

果を踏まえるとともに、教員の授業観察を行

うなど、より客観性を確保した評価を行うこ

と。 

・ 校長は、日常から教職員との意思疎通を図

るとともに、適切な指導助言を行い、教職員

の育成に努めること。また、評価結果につい

ては、年度内に開示して次年度に向けた動機

づけを行うこと。 

 

・ 教育公務員特例法第 22 条第２項に基づく

「勤務場所を離れて行う研修（いわゆる承認

研修）」については、法の趣旨を踏まえ、研

修としてふさわしい内容、意義を有すること

はもとより、府民から十分理解が得られるよ

う適切な運用を行うこと。 

・ 特に、承認に当たっては、関係通知を参考

に、適正な事務手続きをとること。 

 

・ 次世代育成支援対策推進法に基づき策定さ

れる「大阪府教育委員会特定事業主行動計画」

の趣旨も踏まえ、仕事と生活の調和(ワー

ク・ライフ・バランス)の実現に向けた支援、

男性を含めた働き方の見直し等について、年

次休暇や子育てのための休暇・休業等の取得

促進や育児休業からの復帰支援など適切な

対応を行うこと。 

・ 母性保護及び育児に係る休暇制度等につい

ては、全教職員への周知を図るとともに、父

親となる教職員が配偶者の出産や育児に積

極的に関わるための休暇・休業等取得促進に

努めること。特に、「配偶者の育児参加休暇」

については、対象となる全男性職員が取得で

きるよう配慮すること。また、「育児休業」

についても、男性職員が取得しやすい環境づ

くりに努めること。 

（５）研修の計画的な実施 

（６）教職員全体の指導力向上 

（７）女性教職員の登用 

（８）評価基準を踏まえた適正な評価と教職

員の育成 

（９）承認研修について 

（10）次世代育成について 

https://www.pref.osaka.lg.jp/kotogakko/kyousyokuinsisitu/kensyukeikaku.html
https://www.pref.osaka.lg.jp/kotogakko/kyousyokuinsisitu/kensyukeikaku.html
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・ 女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律に基づき策定された「公立学校におけ

る特定事業主行動計画（2021）」の趣旨を踏

まえ、継続就業及び仕事とプライベートの両

立支援、教職員の働き方改革等を推進するた

め、育児や介護のための休暇・休業等や年次

休暇の取得しやすい環境づくりに努めるこ

と。 

・ 教職員の能力育成と資質向上のため、性別

に関わらず多様な職務に従事する機会の付

与に努めるとともに、育児休業からの復帰支

援や研修への参加促進等、女性教職員の意欲

向上に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（11）女性活躍の推進について 

《参考資料》 

「ミドルリーダー育成プログラム」（毎年度） 

「教職員人権研修ハンドブック」（令和５年３月改訂予定） 

「初任者等育成プログラム」（令和５年３月改訂予定） 

「大阪府教員等研修計画」（令和４年３月改訂） 

「公立学校における特定事業主行動計画（2021）」（令和３年４月） 

「教職員の評価・育成システム 手引き」（令和３年３月改定） 

「次世代の教職員を育てる ＯＪＴのすすめ」（令和３年３月改訂） 

「大阪府教育委員会特定事業主行動計画（府立学校編）の策定について」（令和２年 10 月） 

「授業アンケートの手引き ～『教職員の評価・育成システム』で活用するために～」 

（令和２年３月） 

「メンタリング・ハンドブック」（令和２年３月改訂） 

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律」（令和元年６月） 

「次世代を担う教員の育成のために」（平成 18 年７月） 

教育公務員特例法第 22 条第２項 

次世代育成支援対策推進法（平成 15 年７月） 

https://www.pref.osaka.lg.jp/kyoshokuin/josei_keikaku/index.html
https://www.pref.osaka.lg.jp/kyoshokuin/josei_keikaku/index.html
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校長のリーダーシップのもと、教職員等が互いに学びあい育ち合う同僚性を高めつつ一体とな

って、学校組織のマネジメントを進めていくことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 教職員、それぞれの分野や組織運営等に専

門性を有する多様な外部人材や専門スタッ

フ等とがチームとなり、組織的・協働的に取

り組むように努めること。 

・ 機能的な学校運営を進めるために、校務分

掌の見直しや教職員の事務負担軽減等の取

組みを推進すること。 

 

・ 学校運営の改善に当たっては、学校教育自

己診断を活用した自己評価を実施し、目標の

達成度や計画の進捗状況について自ら点

検・評価を行うとともに、学校関係者評価等

により、保護者や地域住民等の意見を生かす

よう努めること。 

・ 児童・生徒の実態等を踏まえた実効性の高

い計画に基づく教育実践を行うために、ＰＤ

ＣＡサイクルに基づいた学校経営を推進す

ること。 

・ 学校評価の実施に当たっては、評価項目を

見直したり、ＩＣＴを活用し効率化を図るな

ど、その実効性を高めるよう努めること。 

・ 評価結果等については、学校のＷｅｂペー

ジでの公表等、保護者等に対して周知を図る

こと 

 

 

・ 法定表簿等（指導要録抄本、調査書を含む）

に関する事務及び証明書交付事務を適切に

行うこと。 

・ 法定表簿及び学校が交付する証明書等にお

いて、児童・生徒の名前等は原則として指導

要録に基づき記載すること 
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・ 学校運営にあたって、学校経営方針や教育目標等を教職員に周知し共有化を図るとともに、
今日的な課題への対応を視野に入れ、様々な職種の専門性が発揮できる校内組織体制となるよ
う見直しを図ること。 

・ マネジメントを進めるにあたっては、目標を明確にし、教職員の心理的安全性を確保すると
ともに、教職員の経歴・背景の多様性を考慮すること。 

 
（関連する校内組織体制） 
⇒○学校教育活動の質の向上を図るカリキュラム・マネジメントの充実 
○不登校、ヤングケアラーやいじめ・暴力行為等の対応 

 ○子どもたちの生命、身体を守るための相談体制 
○災害、感染症等への対応 

（２）学校評価の充実 

（３）法定表簿等の適正な記載 （１）機能的な学校運営 



              第５章 力と熱意を備えた教員と学校組織づくり 

 

 

 

 

公立学校の教職員は、公教育の場にあって、個人の尊厳を尊重する精神や、規範意識を持って、

直接、児童・生徒を指導するという職責に鑑み、日頃から自重自戒し、厳正な服務規律を保たな

ければならない。しかしながら、教職員による不祥事が後を絶たず、教職員全体に対する社会の

信頼を揺るがしかねない事態となっている。このため、管理職はもとより教職員の服務規律の徹

底を図るべく、あらゆる機会を活用し、不祥事の防止・根絶に向けて、取り組むことが必要であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 教育に携わる公務員としての自覚のもと、

飲酒運転は絶対に行わないよう、指導の徹

底に努めること。 

・ 飲酒運転を行った教職員に対しては、「職

員の懲戒に関する条例」に基づき、懲戒免

職又は停職とするほか、飲酒運転をするこ

とを知りながら飲酒を勧めた教職員に対し

ても、懲戒免職、停職又は減給とされる旨

を周知すること。 

・ 飲酒運転を容認・黙認した教職員につい

ても、厳しい処分が行われる旨を周知する

こと。 

 

 

・ 教職員に、条例、規則で定められた勤務

時間を遵守させるとともに、教育に携わる

公務員として、保護者・地域から誤解を招

くことのないよう職務に専念させること。 

・ 休暇等の承認に当たっては、取得要件は

もとより、制度の趣旨・意義を踏まえると

ともに、適正な事務手続きをとるよう指導

すること。特に短期介護休暇、子の看護休

暇、配偶者の出産休暇及び配偶者の育児参

加休暇についても適正な運用を行うこと。

また、病気休暇については、関係通知等を

参考に、より一層厳正な運用を行うこと。 

・ 部活動指導等に従事した場合の教員特殊

業務手当の支給に当たっては、支給要件を

踏まえ、適正な運用を行うこと。 

・ 職務専念義務に違反した者、休暇等を不

正に取得した者及び教員特殊業務手当を不

正に受給した者に対しては、「職員の懲戒に

関する条例」に基づき、厳しい処分が行わ

れる旨を周知すること。 

 

 

・ 職員の自家用自動車等を使用しての通勤

認定をする場合には、適正な認定事務を行

うこと。 

・ 通勤届出以外の通勤方法による通勤につ

いては、通勤手当の不正受給にあたる場合

もあることから、厳に慎むこと。 

・ 通勤手当が支給されている職員に対する

事後確認については、関係通知を参考にし、

【取組みの重点】 
・ 不祥事の発生を予防し、未然防止を図るため、「不祥事防止に向けたワークシート集」等を
活用するなど、一層の服務規律の確保を図ること。 

・ 特に、教育職員等による児童生徒性暴力等については、法律や国・府・市の指針に基づき防
止に向けた取組みを行うこと。 

・ 事案が生起した場合には、校長が事実関係を的確に把握し、速やかに市教育委員会へ報告す
るとともに、校内の指導体制を点検し、再発防止に取り組むこと。 

・ 児童・生徒に対する体罰、性的な言動（わいせつな発言、性的な内容の電話、性的な内容の
手紙又は電子メールの送付、身体的接触、つきまとい等）、また、痴漢、盗撮、窃盗行為、麻
薬・覚醒剤の所持や使用等を含めた不祥事を発生させた教職員に対しては、「職員の懲戒に関
する条例」に基づき厳しい処分が行われる旨を周知すること。 

不祥事の防止 

（１）飲酒運転について 

（２）服務監督について 

（３）通勤について 

 20 
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適正な確認を行うこと。 

・ 通勤手当の不正受給をした者に対しては、

「職員の懲戒に関する条例」に基づき、厳

しい処分が行われる旨を周知すること。 

 

 

・ 教職員はその職務の重要性を自覚し、兼

職・兼業は自粛すること。 

・ 例外的に兼職・兼業を行う場合にあって

も、地方公務員法、教育公務員特例法の定

めを遵守し、事前に所要の手続きを経るこ

と。 

・ 兼職・兼業に定める法令に違反した者に

対しては、「職員の懲戒に関する条例」に基

づき、厳しい処分が行われる旨を周知する

こと。 

 

 

・ 教職員の服務規律の確保については平素

から指導の徹底を図るとともに、万一、教

職員の服務義務違反が生じた場合は、速や

かに、かつ的確に、事実関係を把握し、市

教育委員会に報告すること。 

 

  

（４）兼職・兼業について （５）教職員の服務規律の確保について 

《参考資料》 

「教職員の綱紀の保持について（通知）」（令和４年 11 月） 

「教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する基本的な指針」（令和４年３月） 

 文部科学省 

「交通用具の使用による通勤認定事務等の適正化に係る取扱いについて」 

（令和４年３月改正） 

「通勤手当不正受給防止の徹底について」（令和３年８月） 

「大阪府教育委員会綱紀保持指針」（令和３年３月改正） 

「通勤手当の事後の確認について」（令和３年３月改正） 

「児童・生徒に対するわいせつな行為の禁止の徹底について（通知）」（令和２年 12 月） 

「児童・生徒とのＳＮＳ等による私的なやり取りの禁止について（通知）」（令和２年 12 月） 

「不祥事予防に向けて 自己点検≪チェックリスト・例（改訂版）≫」（令和２年３月改訂） 

「通勤手当の支給方法について」（令和２年２月改正） 

「不祥事防止に向けたワークシート集」（令和２年２月） 

「自家用自動車等の使用による通勤認定事務等の適正化について」（平成 31 年４月改正） 

「教科書採択における公正確保の徹底等について」（平成 28 年４月） 

「営利企業等の従事制限の許可に関する取扱いについて」（平成 28 年３月改正） 

「通勤認定の取扱いについて」（平成 27 年３月） 

「病気休暇の承認手続きの見直しについて」（平成 25 年３月） 

「大阪府教育委員会服務指導指針」（平成 24 年 11 月改正） 
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体罰、セクシュアル・ハラスメントは、児童・生徒の人権を著しく侵害し、生涯にわたって重

大な影響を与える行為であり、絶対に許されないことであると改めて理解・認識するとともに、

その防止・根絶に向けて実態把握や相談体制の充実等組織的に取り組む必要がある。 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 児童・生徒に体罰を加えることは、児童・

生徒の人権を侵害する行為であり、教員とし

ての指導力の不足を表していることを十分

に認識させること。 

・ 体罰は、学校教育法第 11 条において禁止

されているだけでなく、傷害、暴行等の刑法

犯罪であり絶対に許されないことであるこ

とを認識させること。 

・ 各校において、児童・生徒理解に基づく指

導のあり方等について理解を深めるための

研修を実施する等し、児童・生徒の問題行動

に対して体罰に頼らない適切な指導に努め

ること。 

・ 指導が困難な児童・生徒の指導を特定の教

員だけに任せきりにしないようチームによ

る支援体制を構築すること。 

・ 先入観や憶測による指導、また自分本位の

指導観や画一的な指導に陥ることなく、他の

教職員と連携して指導に当たること。 

・ 指導等を行う際には、できるだけ密室とな

るような場所を避けるとともに、可能な限り

複数の教員で行うよう努めること。 

 

 

 

・ 児童・生徒に対するセクシュアル・ハラス

メントやわいせつ行為は、重大な人権侵害で

あり性暴力であること、また、相手がセクシ

ュアル・ハラスメントを受けたと捉えた時点

でセクシュアル・ハラスメントになることを

教職員に十分認識させること。 

・ 教職員と児童・生徒との関係においては、

対等ではなく指導する立場であり、その影響

力は強いものであることを自覚し、児童・生

徒とのメールやＳＮＳ等の使用、または直接

２人きりで会うなど、指導に関係のない私的

なやりとりは行わないこと。 

・ 「性的指向・性自認」をからかったり、い

じめの対象にしたり、不必要な身体接触をし

たりすることもセクシュアル・ハラスメント

であることを教職員に十分認識させるとと

もに、教育活動における自らの行動を常にふ

り返らせること。 

また、児童・生徒間で「性的指向・性自認」

をからかったり、いじめの対象にしたりする

ことなどがあるときは、適切に指導すること。 

・ 定期健康診断等の実施に当たっては、「児

童生徒健康診断の実施におけるセクシュア

ル・ハラスメント等の防止について」を参考

に実施方法等の評価・点検を行うこと。とり

わけ、障がいのある児童・生徒においては、

指導や介助方法における留意点の再点検を

行うこと。 

・ セクシュアル・ハラスメントやわいせつ行

・ 防止及び早期発見のため、児童・生徒や教職員へのアンケートを実施する等、積極的に実態
を把握するよう努めること。 

・ 児童・生徒を精神的に追い詰めることにつながる必要のない注意や過度の叱責を繰り返さな
いこと。 

・ 児童・生徒や保護者に、確実に校内及び校外の相談窓口の情報が伝わるよう工夫すること。 
・ 体罰やセクシュアル・ハラスメント、わいせつ行為等が生起した際には、被害児童・生徒の

救済と心のケアを最優先し、速やかに市教育委員会及び関係機関と連携を図り、組織的かつ厳
正に対応すること。 

体罰・セクハラ防止の取組み  21 

（１）体罰防止の取組み 

（２）セクシュアル・ハラスメントやわいせ

つ行為等性暴力行為の防止の取組み 

https://www.pref.osaka.lg.jp/attach/2470/00000000/H291208seku.pdf
https://www.pref.osaka.lg.jp/attach/2470/00000000/H291208seku.pdf
https://www.pref.osaka.lg.jp/attach/2470/00000000/H291208seku.pdf


第５章 力と熱意を備えた教員と学校組織づくり 

  48 

為が生起した場合には、二次被害を起こさな

いよう配慮しながら事実確認を丁寧に行い、

被害者の立場に立った事象の解決を図るこ

と。また、背景・要因を分析し、校内研修や

組織体制の見直し等、再発防止につなげるこ

と。併せて、児童・生徒に対しては、「生命

（いのち）の安全教育」（文部科学省）の資

料等を活用するなどにより、自身の身体や心

を大切にする教育を充実させること。 

・ 教職員と児童・生徒との不適切な交際につ

いては、「職員の懲戒に関する条例」に基づ

き厳しい処分が行われる旨周知すること。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《参考資料》 

「児童・生徒に対するわいせつな行為の禁止の徹底について」（令和４年９月） 

「教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する基本的な指針の策定について」 

（令和４年３月）文部科学省 

「教職員等による児童生徒等に対するセクシュアル・ハラスメント等の防止に向けた取組み」 

（令和３年７月） 

「教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律」（令和３年６月） 

「不祥事予防に向けて 自己点検 《チェックリスト・例》 <改訂版>」（令和２年３月） 

「不祥事防止に向けたワークシート集」（令和２年２月） 

「子どもを守る被害者救済システム」（令和元年 12 月改定） 

「大阪府性的指向及び性自認の多様性に関する府民の理解の増進に関する条例」 

（令和元年 10 月） 

「児童生徒健康診断の実施におけるセクシュアル・ハラスメント等の防止について」 

（平成 29 年 12 月改正） 

「教職員による児童・生徒に対するセクシュアル・ハラスメント防止のために」 

（平成 29 年５月改訂） 

「性同一性障害や性的指向・性自認に係る、児童生徒に対するきめ細かな対応等の実施について（教

職員向け）」（平成 28 年４月）文部科学省 

「セクシュアル・ハラスメント防止のために－障がいのある幼児・児童・生徒の指導や介助方法に

おける留意点－」（平成 22 年 11 月） 

「体罰防止マニュアル」（改訂版）（平成 19 年 11 月） 

「教職員による児童・生徒に対するセクシュアル・ハラスメントを防止するために ＱＡ集」 

（平成 15 年３月） 
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職場におけるハラスメント行為は、働く人が能力を十分に発揮することの妨げになることはも

ちろん、個人の人格や尊厳を侵害するとともに、職場環境を悪化させる許されない行為であるこ

とをすべての教職員が認識しなければならない。性別、年齢、国籍、障がいの有無等に関わらず、

すべての教職員にとって快適で働きやすい職場環境づくりを進めるためには、ハラスメントを根

絶する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

「指導が不適切である」と思われる教員の指導力向上のために校長と市教育委員会が連携を強

化し、適切に対応することが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

職場におけるハラスメントの防止 

 

 22 

・ 職場におけるハラスメントの防止に向けて、教職員の研修の充実、相談窓口の周知及び対応
マニュアルの整備を図ること。 

・ 校内の相談体制の整備に努め、教職員の相談窓口の周知を図ること。また、窓口の担当者を
中心に、普段から話しやすい体制を整えること。 

・ ハラスメントのない、快適な働きやすい職場環境づくりを進めること。その際、性的指向及
び性自認の多様性に関する理解の増進に努めること。 

・ 管理職自身がハラスメントに対する感覚を養い、職場におけるハラスメント防止により一層
努めること。 

・ 万一事象が生起した場合には、速やかに事実関係を把握するとともに、被害者に寄り添いな
がら丁寧に対応すること。 

「指導が不適切である」教員への対応 

 

 23 

・ 校長は授業観察あるいは児童・生徒等や保護者からの意見・苦情等により「指導が不適切で
ある」と思われる教員の的確な状況把握を行い、教員に対する適切な指導・助言、校外研修へ
参加させる等、適切に対応すること。 

・ 新規採用教職員については、指導・育成を図るとともに、条件付採用の趣旨を踏まえ厳格に
対応すること。 
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東日本大震災や大阪府北部を震源とする地震、また、台風をはじめとする自然災害などの教訓

を踏まえるとともに、南海トラフ地震等の今後発生が予想される自然災害等に備え、学校の実態

に応じ、児童・生徒の命を守るため地域と連携した取組みが必要である。 

大規模災害の発生時には、避難所が開設されるまでの間、各学校園が地域住民の避難先となる

こともあるため、地域と連携し、学校の組織体制を整えておく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

【取組み項目】 

 

 

・ 「学校保健安全法」に基づき学校安全計画

を策定すること。策定に当たっては、学校の

状況や前年度の学校安全の取組み状況等を

踏まえ、「生活安全」「交通安全」「災害安全」

の３領域すべての観点から、具体的な実施計

画とすること。 

・ 学校安全活動においては、すべての教職員

が役割を分担するとともに、中核となる学校

安全担当者を明確にし、学校安全の推進体制

を整備すること。 

 

 

・ 万一の事件・事故、不審者対応等の緊急事

態に対処できるよう、学校独自の危機管理マ

ニュアルを作成し、様々な事態を想定した実

践的な訓練を実施するなど、危機管理体制を

整えること。また、実効性のあるマニュアル

となるよう、適宜点検・見直しを行うこと。 

 

 

・ 子どもの命が脅かされる事象が生起してい

ることを踏まえ、学校内外において授業中は

もとより、登下校時、放課後、長期休業中の

登校日等における必要な措置を講じ、児童・

生徒の安全確保及び学校の安全管理に努め

ること。 

・ 各学校において作成された学校安全計画に

基づく、安全教育や実践的訓練が的確に実施

されるようにすること。 

 

 

 

・ 学校内外を問わず、子どもの安全を確保す

るため、学校の安全管理体制の充実をはじめ、

保護者や学校支援のボランティア、地域の関

係団体等の協力を得て、地域と一体となった

児童・生徒の安全確保のための方策を講じる

こと。とりわけ、児童の登下校時については、

平成 30 年６月に関係閣僚会議において取り

まとめられた「登下校防犯プラン」の趣旨を

踏まえ、学校・家庭・地域住民・警察・自治

体の関係部局等の関係機関と連携し、学校や

地域の実情に応じた対策を講じること。 

・ 登下校時における児童・生徒の携帯電話等

の所持は非常時の連絡や所在の把握等安全

等の観点から有効性が認められるものの、そ

の取扱いについて配慮すること。その際、「河

内長野市立小中学校における携帯電話の取

扱いに関するガイドライン」を踏まえ、保護

者との連携を図り、教育活動に支障が出ない

防災教育をはじめとする災害時に迅速に対応する 
ための備えの充実と安全・安心な教育環境の確保 

 

 24 

・ 火災のみならず、様々な自然災害等を想定した実践的な避難訓練を地域と連携して行うこと
などにより、児童・生徒に自らの命を守り抜くための「主体的に行動する態度」を育成する防
災教育の充実を図ること。 

・ 防災計画を策定し、日頃から教職員への連絡方法や配備体制及び参集について周知徹底する
こと。併せて、ハザードマップや近隣の避難場所などの情報も収集して、万一の場合の児童・
生徒の避難場所を想定し、危機管理マニュアル等に明記するとともに、実効性のあるマニュア
ルとなるよう点検・見直しを行うなど、災害に備えた危機管理体制の確立を図ること。 

（１）学校安全計画の策定 

（２）緊急事態への対応 

（３）安全確保・安全管理の徹底 

（４）地域関係機関と連携した安全確保及び

安全管理 

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=333AC0000000056
https://www.pref.osaka.lg.jp/shochugakko/keitai/index.html
https://www.pref.osaka.lg.jp/shochugakko/keitai/index.html
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よう進めること。 

 

 

 

・ 児童・生徒が生涯を通じて安全な生活を送

る基礎を培う安全教育の一層の推進を図る

こと。特に、児童・生徒が自他の安全を確保

するため、犯罪の被害に遭わないための知識

を実践的に理解するとともに、日常生活全般

における様々な危険に適切に対応できる能

力を育むようにすること。その際、府教育委

員会が作成した資料や市内のＳＰＳ（セーフ

ティ・プロモーション・スクール）認証校の

取組み等を参考に活用するなど、取組みの充

実に努めること。 

・ ６月を「子どもの安全確保推進月間」、６

月８日を「学校の安全確保・安全管理の日」

として、児童・生徒の安全確保に向けた取組

みを点検し、その強化を図ること。 

・ 改正道路交通法及び大阪府自転車条例を踏

まえ、交通安全教室を開催し、自転車利用を

含む交通安全に関する指導の充実を図るこ

と。 

・ 児童・生徒及び保護者に対し、大阪府自転

車条例で、自転車を利用する者に保険への加

入が義務付けられたこと及び、道路交通法の

一部改正に伴い、自転車乗用時にヘルメット

着用が努力義務化されたこと等を周知する

とともに、ＰＴＡと連携するなどし、全児

童・生徒の保険加入を促進すること。 

・ 送迎バスにおける置き去り事象が生起して

いることを踏まえ、学校において、児童・生

徒の通学や校外学習等で自動車やバス等を

運用する際には、国の動向や通知を踏まえた

安全管理の徹底に努めること。

 

 

 

（５）安全教育の推進及び安全確保の取組み

の点検・強化 

《参考資料》 

「子どものバス送迎・安全徹底マニュアル」（令和４年 10 月） 

自転車等の安全利用促進に向けた警察との更なる連携強化について（依頼）（令和４年 10 月） 

「子どもの安全確保推進月間の周知及び広報啓発ポスターの送付について」（令和４年５月） 

「学校における避難確保計画作成の徹底及び避難の実効性確保について」（令和３年６月） 

「学校の『危機管理マニュアル』等の評価・見直しガイドライン」の活用について 

（令和３年６月） 

「学校における防災教育の手引き（改訂２版 補訂版）」（令和元年６月改訂、令和３年３月補訂） 

「学校安全参考資料『生きる力』をはぐくむ学校での安全教育」（平成 31 年３月）文部科学省 

「小中学校における携帯電話の取扱いに関するガイドライン」（平成 31 年３月） 

「『登下校防犯プラン』について」（平成 30 年７月） 

「学校の危機管理マニュアル作成の手引き」（平成 30 年２月）文部科学省 

「大阪府自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」の施行について（平成 28 年３月） 

「『大阪府津波浸水想定』の設定について」（平成 25 年８月） 

「学校防災のための参考資料『生きる力』を育む防災教育の展開」（平成 25 年３月）文部科学省 

学校保健安全法（平成 27 年６月改正） 

「学校防災マニュアル（地震・津波災害）作成の手引き」（平成 24 年３月）文部科学省 

「地域ぐるみの学校安全体制整備事例集」 （平成 23 年３月）文部科学省 

 


